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　まず，少子高齢化の急速な進展である。2021 年 5 月に公表された第 7 回国勢調査の結
果により，中国の少子高齢化が専門家の予測よりも早いスピートで進んでいることが明ら
かとなった。2020 年に，中国の 65 歳以上の人口は 1 億 9000 万人と過去 10 年間で 6 割増
えた。高齢化率は 13.5％に達しており，2021 年にも「高齢社会」に突入すると予想され
ている。一方，2016 年に少子化対策として導入された「二人っ子政策」の効果が現れて
おらず，2020 年の出生数は約 1200 万人で，2019 年に比べ 2 割減となった。合計特殊出生
率も 1.3 までに低下し，2022 年にも中国は人口減少社会に転じると予測より 5 年も早い。
また，1 世帯当たりの平均人数は 2.62 人と，10 年前より 0.48 人も少なくなり，核家族化
と少子化の同時進行も浮かび上がった。
　つぎにデジタル化の進展である。伊藤亜聖は第二次大戦後における新興国の経済発展を，
1960 年代から 1970 年代の「南北問題の時代」，1980 年代から 1990 年代の「工業化の時代」
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②と③を潜在的なインフォーマル就労者に区別した。表 2 は 2010 年の人口センサス，
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人口センサス（2010 年） 中国労働力動態調査（2016 年） ILO（2013）
合計 潜在的 合計 潜在的 合計 潜在的
非正規就業者数 1.55 1.10 1.38 1.35 1.38 1.20




























規模は 2005 年の 2 億 6000 万元から 2019 年の 35 億 8000 万元に増加し，GDP に占める割
合は 2005 年の 14.2％から 2019 年の 36.2％に上昇した（2）。デジタル経済の発展はプラット
フォーム型就労と呼ばれる新しい就労形態（3）をもたらした。李培林・崔岩の推計によると，
2019 年現在，フリーランスと新業態就労者の規模は約 3900 万人で，全体の 5.6％を占め

























それ以下 4.3  8.6  6.0 2.6 56.0 22.4
2～5 万元 5.4  9.5 17.4 ― 48.1 19.5
5～8 万元 16.8 19.3 17.4 0.6 29.4  8.1
8～12 万元 28.1 20.9 11.9 0.6 29.4  8.1
12 万元および
それ以上 41.8 27.3  6.0 2.8 12.9  9.2








content_5606191.htm，2021 年 6 月 4 日アクセス）。
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失業率は 4％台で高止まりしている。失業増大のもう 1 つの要因は雇用弾力性の低下であ
る（7）。莫栄によると，中国の雇用弾力係数は，1980 年代の 0.303 から 1990 年代の 0.104 に
低下し，2000 年から 2005 年までは 0.105 である（黄 2006，23）。具体的には，1980 年代は，
1 ポイントの経済成長率の上昇で 240 万人の雇用を創出できたのに対して，1990 年代以降
は，だいだい 90 万人にとどまっている（上原 2009，228）。
　政府は都市の雇用情勢について，「3 つの増加」により，かなり厳しい水準になるとい
う見方を示した。第 1 に，都市の新規労働者の増加である。第 3 次ベビーブームの影響で，
2001 年から 2005 年までの期間中に，新規労働者は年平均 800 万人強増加すると見込まれ
ていた（楊 2001，43）。また，1998 年の大規模なリストラ時の労働力市場の圧力を軽減す
るために，1999 年に大学の入学定員枠が拡大された。定員拡大後の最初の大卒者は 2003
年に労働力市場に新規参入し，2002 年より 67 万人増加している（莫・劉 2003，49）。第
2 に，体制移行や産業の構造調整に伴う失業者の増加である。1998 年から 2001 年までの
3 年間に，国有企業からの「下崗者」は累計 2550 万人にのぼり（李 2015，8），都市登録
失業者は，2000 年の 595 万人から 2001 年の 681 万人に増加し，登録失業率は 3.1％から
3.6% に上昇した（莫 2002，13）。また，1950 年代から 1960 年代にかけて建設した国有鉱
山は資源枯渇に瀕し，閉鎖されれば，約 300 万人の雇用に影響を及ぼす（莫 2003，11）。
第 3 に，農村からの労働力の増加である。工業化や都市化により，少なくとも 1 億 5000
万の農村余剰労働力が都市に流入してくると専門家が予測している。2001 年 5 月に，当
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とが分かった。「下崗者」の平均年齢は 40 歳で，リストラされてから 3 年以上の者は
51％を，中学校以下の学歴しかもたない者は 40％，初級あるいはまったく技能をもたな
い者は 50％を占めている（陳 2003，9）。実際，「下崗者」の再就職率は 1998 年の 50％か












































　表 4 の積極的就労政策の支出を見ると，2003 年と 2006 年において，特に就労補助金の
大幅増を確認することができる。















就労補助金 税制優遇 行政管理費免除 小額ローン 大中型国有企業への減税 合計
1998   6.48 ― ― ― ―   6.48
1999   4.12 ― ― ― ―   4.12
2000   6.35 ― ― ― ―   6.35
2001   6.81 ― ― ― ―   6.81
2002  11.38  6.12 ―  3.94 ―  21.44
2003  99.24 20.67  3.77  8.06  0.60 132.34
2004 130.12 23.27  7.69 18.80  0.72 180.60
2005 160.91 35.56 11.93 41.08  3.57 253.05
2006 345.37 20.78 10.60 38.25  6.43 421.43
2007 370.90 28.44 10.25 52.87 10.61 473.07
2008 410.79 22.16  6.04 66.28 14.65 519.92
出所：頼ほか（2009）より。
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者は 2017 年に 535 万人もいる（廉 2020，85）（10）。また，2021 年 4 月の発表によると，全
世代の調査失業率は 5.3% であるのに対して，16～24 歳の若者の失業率は 13.6％にのぼり
（11），OECD 平均の 13.4％よりも高い。
　このような状況のなかで，政府は「就業は最大の民生」というスローガンを掲げ，就労
問題を最重要課題と位置付けるようになった。2018 年 7 月の中央経済工作会議では，経
済の安定成長を目指す「六穏」（6 つの安定）が提唱され，そのうち，就労の安定が首位
に置かれた。新型コロナウイルス発生後の 2020 年 4 月に開催された中国共産党中央政治
局会議では，住民の就労，国民の基本生活，市場の主体性，食糧・エネルギーの安全性，
産業サプライチェーンの安定性および末端組織運営の確保を内容とする「六保」が打ち出
され，またもや就労が一番に挙げられている。2020 年 10 月の第 14 次 5 カ年規画は「もっ
と完全な，もっと質の高い」就労を実現するという目標を打ち出し，「就業優先」政策を
強化する方針を明らかにした。











　これまでの政策展開を表 5 の通りに整理したが，ここで 2000 年以降の中国の生活保障































































































































　インフォーマル就労者のうち，農民工は 1 つの大きな集団である。2016 年から政府は
農民工の賃金不払い問題に重点的に取り組むようになった。地方政府の業績評価の項目に
賃金不払いへの対応を追加し，人力資源と社会保障部のホームページでブラック企業のリ
ストも公開した。さらに，2020 年 5 月に，「農民工賃金支給保障条例」を実施した。賃金
支給の規範化，建設業界への特別規定，賃金未払いに対する法的罰則などを規定し，法的
措置による抜本的な解決を目指した。























































保険料 120 元 / 人 55 元 / 人 15 元 / 人
加入期間 1 年（2021 年 7 月 1 日から 2022 年 6 月 30 日まで）




　　　（http://wenda.bendibao.com/live/202162/165110.shtm，2021 年 9 月 10 日アクセス）。
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もたない自営業者，従業員基本年金保険と基本医療保険に加入していないパートタイマー
およびその他のインフォーマル就労者としている。
　2021 年 7 月 1 日，習近平は北京天安門広場で行われた党創建 100 周年の祝賀式典におい
て演説し，「小康社会（ややゆとりのある社会）」を全面的に実現し，絶対的貧困を撲滅し































（12）第 1 の百年目標は，中国共産党建党 100 周年（2021 年）まで小康社会の実現であり，第 2 の百年目標は，新



















 （2021.9.20 受稿，2021.11.18 受理）
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　そこで，教育基本法第 2 条第 1 項の内容と「生きる力」を構成する力の関係は，次のよ
うに整理することができる。すなわち，上記の（ア）及び（イ）は（ａ）に，同様に（ウ）

























一般的に図 1．のイメージ図が使われる。そこで，「生きる力」を構成する 3 つの力は並
列である，と一般的に理解される。しかし，筆者は以前より，「生きる力」を構成する 3
―20―





















































































































　1．「今後の教員養成・免許制度の在り方について」（平成 18（2006）年 7 月 11 日）
　2．「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について」（平成 24
（2012）年 8 月 28 日）
　3．「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について」（平成 27（2015）年
12 月 21 日）
　【教育再生実行会議提言】
　4．第五次提言「今後の学制等の在り方について」（平成 26（2014）年 7 月 3 日）
4-2．中央教育審議会答申（平成 18（2006）年 7月 11 日）について
































































4-3．中央教育審議会答申（平成 24（2012）年 8月 28 日）について














































4-4．中央教育審議会答申（平成 27（2015）年 12 月 21 日）について






























































































4-5．教育実行再生会議提言（平成 26（2014）年 7月 3日）について
　内閣総理大臣の私的な諮問機関として平成 25（2013）年 1 月に発足した教育再生実行










































































　千葉県教育委員会では，平成 29（2017）年 4 月 1 日に施行された教育公務員特例法等
の一部を改正する法律に基づき，信頼される質の高い教員等の育成を目指して，千葉市教












































4 教育実行再生会議提言平成 26（2014）年 7月 3日
教育に対する強い情熱，豊かな人間性・社会性，実践的指導力，学び
続ける強い意志
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員が身に付けている資質・能力が大きく影響すると筆者は考えている。
6．終わりに








































 （2021.9.10 受稿，2021.10.11 受理）
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（5） ただし，他者が一人の時には，他者との距離に関わらず，ネガティブな感情の上昇は確認できず，実験 2 に
おいても，Argoetal.（2005）の仮説とは異なる結果となった。
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カでの石油，鉱物資源開発も本格化していった（1）。原油価格は 2004 年初頭の 35 ドル/バー
レル（以下，ドルのみで表記する）前後から徐々に上がりはじめ，2008 年 7 月には史上
最高値の 147 ドルを記録した。翌 09 年 4 月にはリーマン・ショックの影響により 50 ドル
にまで急落したものの，その後徐々に持ち直して 2014 年には 100 ドル前後にまで上昇し，
現在（2021 年 9 月）は 70 ドル前後で推移している（2）。また，鉱物資源価格も原油価格と
同様に大きく変動してきた。例えば，レアメタルの代表格のひとつであるニッケルの国際
価格は，2001 年には 1 トンあたり 6,000 ドル前後であったが，2007 年には 37,000 ドル前
後に高騰した。その後緩やかな減少傾向が続き 2015 年から 2017 年にかけては 10,000 ド
ル前後の価格低迷期にはいったが，現在は 20,000 ドル近くの高値をつけている。
　このように原油や鉱物資源価格は，世界の需要と供給のバランス変化や地政学的リスク，












































　図 1 は，サハラ以南アフリカ諸国の経済成長率（実質 GDP）の推移を示している。




　しかし 2000 年代（2000 〜 2009 年）にはいると，アフリカを取り巻く経済環境は大き
く変化した。2000 年代初頭の 10 年間の経済成長率の平均は 5.5％にまで好転した。この
時期の経済成長率を国別に確認すると，二桁台の経済成長を記録する国も少なくなかった
ことがわかる。アンゴラは 2004 年〜 2008 年まで年平均 12.5％であったし，チャドは
2004 年に 33.6% という高い経済成長率を記録した。さらに，赤道ギニアに至っては，
2000 年に 110％，2001 年に 60％という驚異的な経済成長率に達している。
　このような異常値とも言える高い経済成長率を実現した背景にあったのが，原油をはじ
―64―
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めとする資源価格の高騰である。先に挙げたアンゴラやチャド，赤道ギニアでは，新規の
油田開発が相次ぎ，アフリカの新興産油国としてにわかに注目を集めた国である。つまり，






























石油開発」『国際金融』第 1189 号，財団法人外国為替貿易研究会，2008 年，pp.50-56 を参照。同様にアフ
リカ鉱物資源国の具体的な開発事例については，拙稿「アフリカ諸国における鉱物資源開発の現状と経済発




していないのが現状である（4）。改めて図 1 を確認してみると，2010 〜 2019 年までの経済
成長率の平均は 3.9％と比較的堅調な水準を維持しているものの，アフリカの大部分の国
では雇用の大幅な増大をともなう産業構造の変化は生じていない。アフリカ開発銀行の年
次報告によれば，アフリカの労働人口は 2018 年の 7 億 500 万人から 2030 年には約 10 億
人に増加すると予測される。しかしながら，現在のアフリカでは毎年労働市場に参入する







比 35％近く下落し 10 兆ドルを下回る結果となった。2016 年にピークをつけた 20 兆ドル
からすると，半分以下の水準にまで減少したことになる。UNCTAD の「世界投資報告
（WorldInvestmentReport）」の予測によれば，世界全体の FDI は 2021 年に下降局面を
脱却して回復に転ずるが，その増加率は 10 〜 15％程度であり，パンデミック前（2019 年）
の水準を 25％程度下回るレベルに留まるとしている。他の経済指標と同様に，以前の水
準に回復するには数年単位の時間を要するとしている（UNCTAD2021）。




　また，2020 年の FDI の落ち込みは，エネルギー国際価格の下落と需要減退により，資
源富裕国に経済的打撃を与えている。UNCTAD の推計によれば，2020 年におけるアフリ
カの産油国および資源富裕国の FDI 流入額は，コロナウィルス感染拡大の影響により 15
〜 34％もの落ち込みを記録した（非資源国ではマイナス 10％）と指摘している。
　次に，アフリカ FDI 流入額を主要国別に検討したい。表 1 は 2020 年に 10 億ドル以上
の FDI 流入額を記録した諸国をリストアップして近年（2015 〜 2020 年間）の FDI 流入
額の推移を示した。コロナ禍とはいえ 2020 年に FDI 流入額が 10 億ドルを超過したのは，
アフリカ 54 カ国（北アフリカ諸国を含む）中 13 カ国に達している。
　以下，FDI 流入状況の地域別特徴を考察してみたい。北アフリカでは，アルジェリア，




（5） アフリカ開発銀行は，2000 年から 2014 年においてアフリカでは毎年 3％の割合で労働人口が増加してきた
が，実際に生み出された雇用の増加率は 1.8％に過ぎない，と指摘している。
―66―







　西アフリカでは，ガーナ，ナイジェリア，セネガルの 3 カ国が 10 億ドル以上の FDI 流





は，2015 年の 4 億ドルから漸増して，2020 年にはコロナ禍にもかかわらず前年比 39％増
の 15 億ドルを記録した。セネガルでは，国民の 7 割以上が農業，家畜産業の一次産業に
表 1　アフリカ主要諸国（注1）の FDI 流入額推移
国　名 2015 2016 2017 2018 2019 2020
アルジェリア − 6 16 12 15 14 11
エジプト 69 81 74 81 90 59
モロッコ 33 22 27 36 17 18
ガーナ 32 35 33 30 39 19
ナイジェリア 31 35 24 8 23 24
セネガル 4 5 6 8 11 15
コンゴ共和国 38 16 44 43 34 40
コンゴ民主共和国 17 12 13 16 15 16
ガボン 10 12 13 14 16 17
エチオピア 26 41 40 33 25 24
タンザニア 16 9 9 10 10 10
モザンビーク 39 31 23 27 22 23
南アフリカ 17 22 20 55 51 31
アフリカ全体 579 462 402 454 471 398
（注 1）2020 年に FDI 流入額が年間 10 億ドル以上を記録した国
（出所）UNCTAD,World Investment Report 2021 より作成
（単位：億ドル）











　中部アフリカでは，コンゴ共和国，コンゴ民主共和国，ガボンの 3 カ国の FDI が突出し
ている。なかでも 2020 年のコンゴ共和国の FDI は，前年比 19％増の 40 億ドル（2020 年）





年 6 月から OPEC 加盟国入りを果たすなど，国際的に産油国としての地位を築きつつある。
だがコンゴ共和国では，2021 年 3 月の大統領選挙では現職のドニ・サスヌゲソが当選を果





2014 年時点で一人あたりの資源レントは両国ともに約 1,200 ドルである。しかしながら，カ

















（7） 「産油国コンゴ共和国で大統領選　通算 40 年超の長期政権へ」日本経済新聞2021 年 3 月 22 日。
―68―
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　最後に南部アフリカで注目されるのはモザンビークである。2020 年のモザンビークへ




（2021 年 9 月）でモザンビークの天然ガス確認埋蔵量は 1 兆立方メートルに達しており，
フランスのトタル社が主導するエリア 1 鉱区では総投資額 200 億ドル（2019 年 6 月の最
終投資決定），2024 年から年間 1,200 万トンの液化天然ガス（LNG）の生産開始が予定さ
れている（8）。












しており，次いでアルジェリアが日量 148 万バーレル，そしてアンゴラが日量 141 万バー





649 億立方メートル），ナイジェリア（年間 493 億立方メートル），リビア（年間 94 億立





（8） 但し，JETRO の発表によれば，2021 年 4 月 26 日に，フランスのトタルがエリア 1 での開発プロジェクエリ
アであるカーボ・デルガド州北部の治安状況の悪化（イスラム武装勢力の襲撃）を受け，全プロジェクト関
係者を退避した，としている。JETRO「エリア 1 天然ガス開発，フランスのトタルが『不可抗力』宣言」（2021


































































クト産油国（準新興産油国）に位置付ける（表 2 ②）。そして，第 3 のグループは，従来
石油・天然ガスのポテンシャルが低いと評価されてきたが，近年，新たな油田開発が活発
化している諸国である。これらの国々を新興産油国と分類する（表 2 ③）。



















な原油（12.8 億バレル），天然ガス（13 兆立方フィート）の埋蔵が確認され，2000 年代初
頭に赤道ギニアでの石油開発が進んだ。本稿の 2-1. で指摘したように赤道ギニアで驚異
的な経済成長率が記録されたのも，多額の石油収益が流入したからである。赤道ギニアの
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機構（JOGMEC）の 2015 年のレポートでは，IEA の報告書を基にして次のように指摘して
いる。モザンビークでの天然ガス生産は 2012 年の 40 億立方メートルから 2040 年に 600 億














資 源 収 益 の 割 合 が 非 常 に 高 い こ と で あ る。IMF は， 資 源 富 裕 経 済（resource-rich
economies）に分類される国は，資源（石油・ガス，鉱産物）輸出の依存度が輸出全体の
25％以上，もしくは，政府歳入に占める資源収益の割合が 20％以上に達している国と定
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家が資源に依存している傾向が高い）97 カ国（1970 年時点）を抽出し，1970 〜 1989 年
間の経済成長率を調査した結果，天然資源への依存度が高ければ高いほど，一人あたりの
経済成長率が低くなることが観測された（JeffreyD.Sachs,AndrewM.Warner1995）。
またオーティは，1960 年から 1990 年までの一人あたり GDP の成長率を比較検討した結

















































































































































であったので，IMF はガス田発見後に同国の経済成長率を 7.8％（2012 〜 2016 年）に上
方修正した。しかしながら，実際には 3.3％という低い経済成長率にとどまった。また，ガー
ナも 2007 年と 2010 年に沖合で巨大油田が発見された。こうした石油の発見によって，ガー
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いる。キヤノンは 2016 年度に引き続き 2017 年度も首位の座を防衛している。





1 度目は 2003 年 11 月 28 日（インタビュイー：古田清人氏（グローバル環境推進本部　環境統括・技術セン
ター　環境企画部部長），宮島一樹氏（環境統括・技術センター　環境企画部　環境企画課課長），梅山雅子
氏（環境統括・技術センター　環境企画部　環境企画課）），2 度目は 2009 年 8 月 27 日（インタビュイー：
古田清人氏（環境本部環境企画センター　センター所長），3 度目は 2015 年 12 月 1 日（インタビュイー：古
田清人氏（環境統括センター所長）に行った。インタビュワーは筆者が中心であり，調査場所はキヤノン株
式会社本社（東京都大田区下丸子 3 丁目 30 番 2 号），インタビュー所要時間はいずれも約 1.5 時間である。
（4） 同社の発行する有価証券報告書によれば，当連結会計年度の海外での売上高は連結売上高の 78.3％を占める
（第 117 期：平成 29 年 1 月 1 日から平成 29 年 12 月 31 日まで）。
―84―


























　内部環境マネジメント・コントロールは大きく 2 つの分野からなる。1 つは組織全体の


























































1937 年 8月から 1945 年 8月まで）：創業から終戦（経営理念の醸成）まで，第 2期（成
長期：1945 年 10 月から 1986 年末まで）3 つの経営理念の策定（「実力主義」，「健康第
一主義」，「新家族主義」）から創業 50 周年まで，第 3期（成熟期：1987 年 1月から現在
まで）第二の創業（「共生」の経営理念の制定）以降に区分して時系列的な展開を叙述し
ていくことにしよう。
3-1．創業期（1937 年 8月から 1945 年 8月まで：技術志向から三自の精神）
3-1-1．創業期における経済バリューズの展開（三自の精神）
・自発，自治，自覚（三自の精神）　
　キヤノンの前身である精機光学工業株式会社の設立は 1937 年の 8 月であるが，同社の



































大和光学製作所との合併の話が持ち上がった。1944 年 4 月に吸収合併の事務が完了し，


















めた。目黒工場に隣接した地所に 2 階建ての寄宿舎（賄いつき）を建設し，43 年には 2


























部社史編纂室2012a）。そして 1962 年 1 月発行の QC 手帳の中で初めて明文化され，その
後行動指針や社歌などにも織り込まれ，現在も同社の組織文化として色濃く根付いている。
　次期（第 2 期：成長期）の終戦後に御手洗毅社長は「3 つの経営理念」（「実力主義」，「健
康第一主義」，「新家族主義」）を制定する。次節ではこの制度化にむけるプロセスを検討
していくことにしよう。
3-2．成長期（1945 年 10 月から 1986 年末まで : 優良企業）
　1945 年 8 月末から日本各地で軍事施設の接収が開始し，連合国軍が進駐し始めると，
彼らが日本製のカメラに大きな関心を抱いていることが明らかとなった。こうして始まっ



















　この頃同社の特許・実用新案の出願件数は 36 件であり（1953 年当時），その後数年間
で倍増し，1961 年には 86 件，さらに 1962 年には 144 件に急増した。製品多角化の影響
から，様々な特許や実用新案が出願・登録されたのである。この時期に日本のカメラ輸出
は順調に拡大し，1961 年には約 72 億円に達した。世界のカメラ輸出額全体（主要工業国
13 カ国の合計）にしめる日本のシェアも 1950 年度の 5.4％から 1958 年には 37.2％にまで
急上昇していた（14）。
　1976 年には優良企業構想が掲げられ，以後 2～3 年の間に日本を代表する優良企業にな
る方針が打ち出された。1980 年以降は長期不況の中で，同業他社の多くも減益を強いら
れる状況の中，円安に支えられ同社は 1982 年に売上高 3,000 億円を突破し，経常利益は











　事業再開の半年後の 1946 年 4 月の精機光学工業は就業規則を制定し，その中で給与も















（14） なお日本製カメラの輸出額に占めるキヤノンのシェアは 1957 年が 17.2％，1961 年には 19.8％となった（キ
ヤノン株式会社企画本部社史編纂室2012a）
―90―




























の基盤確立を目指し，第 1 次グローバル企業構想（1988 年から 1992 年）をスタートさせた。
1988 年における連結子会社は 51 社であり，持分法適用子会社は 14 社で，連結財務諸表
に影響しない関連会社を含め，キヤノングループは 140 社で構成されていた。1995 年に
なると連結子会社が 108 社，持分法適用子会社が 8 社，その他関連会社を含めキヤノング
ループを構成する会社数は 289 社で，この間に約 2 倍となった。地域別の連結売上高で見
ると，海外売上高比率が 1988 年から 1995 年まで 70％前後で推移した。同社がグローバ
ル企業を標榜し，環境経営を前面に掲げ出したのは，こうした動向をふまえていたのであ
る（16）。



















　こうした経営改革にともなって 1995 年末時点で 1 兆 5,600 億円あまりだった同社の時
価総額も，2005 年 12 月には 6 兆 1,300 億円に達した。これは日本企業の順位としては 9





EQCD 思想とは，Ｅ（Environment: 環境保証），Ｑ（Quality: 品質），Ｃ（Cost: 原価），
Ｄ（Deliverly: 納期）の頭文字で，後に続く 3 つに優先する課題として環境保証を位置付
けた。ここで環境保証とは，環境保護（Protection）という守りのイメージから一歩ふみ
出して，保証（Ａ：Assurance）という積極的な姿勢を込めている。この考え方にもとづ


































コンセプト 経済バリューズ CSR バリューズ 次元
第 1 期 三自の精神 技術重視 健康第一主義（特徴事例：社長自ら社員全員を健康診断） 個人レベル





































































































































与えないが，このシステム導入によってトナーの飛散量を 10 分の 1 に削減できるとともに，工員の人数の
大幅な低下からコスト削減も実現できた（従来約 50 名から約 15 名（2019 年 3 月末日現在））。さらに従来の
トナー解体にともなう大きな騒音問題解消にもつながった。
―96―
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を和らげることにあるのかもしれない。ただ近年の CSV 実践（ESG 投資等）は経済活動













・BarnardC.I.1938.The Functions of the Executive.HarvardUniversityPress.
・ScheinE.H.，DeLisiP.，KampasP.andSonduckM.2003.DEC is dead: Long live DEC: 
The lasting legacy of Digital Equipment Corporation.Berrett-Kohler.







































る事実上及び法律上の理由を示して法令の適用関係を記載し（税通 74 の 14 ①，行手 8，











正の理由の差替えを最高裁として初めて認めた最高裁昭和 56 年 7 月 14 日第三小法廷判決
（民集 35 巻 5 号 901 頁。以下「昭和 56 年最判」という）は，ほとんど説明をしないまま
差替えを許容しており，およそ上記の期待に応えるものではない。
　別稿（2）では，納税者の権利保護や手続的保障を要請する規定（憲 30，84）又は青色申告







　なお，平成 23 年 12 月の税制改正により，課税庁が不利益処分等を行う際に理由を付記
（1） 泉徳治ほか『租税訴訟の審理について〔第 3 版〕』128～129 頁（法曹会 2018）参照。なお，課税処分後から
審査請求中までになされる理由の差替えの問題については本稿の考察対象外である。
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（3） 最高裁昭和 38 年 5 月 31 日第二小法廷判決（民集 17 巻 4 号 617 頁），最高裁昭和 47 年 3 月 31 日第二小法廷

































（5） 水野忠恒「判批」法教 17 号 77 頁（1982）は，理由の差替えの当否の問題について，総額主義の立場をとる
場合でも青色申告の場合の攻撃防禦方法としての主張制限として理解する余地もありうるとした上で，本件
が追加主張によっても納税者に格別の不利益を与えるものではないという昭和 56 年最判の判旨はそのこと
を示唆すると指摘される。安井栄二「判批」新・判例解説 Watch19 号 248 頁（2016）も参照。藤谷武史「判




山本隆司「取消訴訟の審理・判決の対象―違法判断の基準時を中心に（1）―」曹時 66 巻 5 号 1106 頁（2014）
も参照。








































三ケ月章監修『新・実務民事訴訟講座 9』270 頁（日本評論社 1983），同「租税訴訟の訴訟物（審判の対象）」



















































































（13）金子宏『租税法〔第 23 版〕』1076 頁（弘文堂 2019）参照。
（14）縮小的ないし縮減的な理由の差替えがここでいう「格別の不利益」をもたらすものとして，理由の差替えが
認められないことになるのかという点は，さらに深い考察を要する。参考として，常岡孝好「処分理由の瑕
疵と処分の違法性に関する一考察―京都地判昭和 34 年 2 月 7 日下級裁判所民事裁判例集 10 巻 2 号 262 頁を
素材にして―」学習院 49 巻 1 号 7 頁以下（2013）参照。
―106―



























（15）参考として，後記Ⅲ 4 の東京高裁平成 27 年 5 月 13 日判決（税資 265 号順号 12659）参照。占部裕典「更正
にかかる処分理由の差替えの許容性―更正の除斥期間経過後に処分理由の差替えは認められるか―」同志社
56 巻 3 号 24 頁（2004），同「租税訴訟における審理の対象―理由附記及び理由の差替えをめぐる諸問題―」
小川英明ほか編『新・裁判実務体系第 18 巻　租税争訟〔改訂版〕』138 頁（青林書院 2009）も参照。
（16）参考として，後記Ⅲ 3（3）の東京地裁平成 30 年 4 月 19 日判決（判時 2405 号 3 頁）参照。差替え後の事実
や証拠について，納税者が把握ないし熟知している，事実関係が明白である，納税者と課税庁との間で争い
がないといった事情がある場合に（前記 3 参照），㋓のケースに該当することがありえよう。
（17）東京高裁平成 4 年 10 月 29 日判決（税資 193 号 375 頁）参照。
（18）大阪高裁平成 14 年 6 月 14 日判決（訟月 49 巻 6 号 1843 頁），東京地裁平成 16 年 8 月 31 日判決（訟月 51 巻
8 号 2211 頁）参照。
（19）福岡地裁平成 17 年 2 月 22 日判決（税資 255 号順号 9939）参照。裁判所が理由の差替え前後で「基本的な課
税要件事実の同一性」が認められると判断したかは定かではないが，静岡地裁昭和 63 年 9 月 30 日判決（判






























（20）名古屋地裁平成 17 年 3 月 3 日判決（判タ 1238 号 204 頁），東京地裁平成 27 年 5 月 21 日判決（税資 265 号
順号 12666）参照。
（21）東京地裁平成 22 年 12 月 17 日判決（訟月 59 巻 1 号 186 頁）及び控訴審・東京高裁平成 23 年 10 月 6 日判決（訟
月 59 巻 1 号 173 頁）参照。参考として，徳島地裁平成 5 年 7 月 16 日判決（訟月 40 巻 6 号 1268 頁）も参照。
（22）参考として，山崎広道「処分理由の附記と理由の差替え」税法 569 号 231 頁（2013）も参照。
（23）各裁判例の検討において示されている法令等は当時のものである。なお，理由の差替えに係る裁判例の参考
として，酒井克彦「更正の理由附記を巡る諸問題（下-2）」税務事例 43 巻 4 号 66 頁以下（2011），佐藤繁「課
税処分の理由提示における実務上の諸問題」税大論叢 72 号 209 頁以下（2012），玉國文敏「判批」税研 178
号 288 頁以下（2014）参照。
―108―
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2　 東京地裁平成 8 年 11 月 29 日判決（判時 1602 号 56 頁）及び控訴審・東京高裁平成






　原告である個人 A を代表取締役とし，その就学中の子女ら（B ら）を取締役ないし監
査役として登記していた青色申告法人である原告 X が，この子女らに役員報酬を支給し
たとして，これを損金に算入して法人税の申告をしたところ，課税庁が当該役員報酬は
































氏　　名 続　　柄 生年月日 学　　年 報 酬 額
B 三　男 昭 44・12・17 米国高校三年 2,4000,000 円
C 四　男 昭 45・10・24 米国高校二年 2,4000,000 円
































　「X は，裁判所から B らの業務参画について事実としての主張をするように解明を求め
られたのに，その主張をせず，更に，裁判所の求釈明に対して，B らの業務参画について
主張及び人証の予定はないと明示していたのであって，この点が争点となっていなかった







































施行規則 10 条の 3（過大な役員報酬の損金不算入等）が制定されるまで，同族会社等の行為計算否認規定（現
行法人税 132）で対処していた（当時の取扱通達 355 参照）という経緯等にも配意しておきたい。
―115―
泉　絢也：課税処分における理由の差替えの許否に係る判断基準
る青色申告法人 X は，タイにおいて上記販売事業を行う関連会社であるタイ法人 2 社が
発行した株式を額面価額で引き受け，これらを基に本件事業年度の法人税の確定申告を




　更正通知書に付記された理由においては，関連会社であるタイ法人 B 社株及び C 社株
（以下，「本件 2 社株」といい，両社を併せて「本件 2 社」という）の発行価額が法人税






　東京地裁平成 22 年 3 月 5 日判決（税資 260 号順号 11392）は，理由の差替えを認めなかっ


















　上述のとおり，課税庁は，本件 2 社株に加えて，本件 D 社株の取得に係る受贈益につ
いても，各処分の根拠として主張しているところ，更正通知書に付記された理由において
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　「確かに，D 社株の発行は，X が出資する B 社が行うタイにおける本件事業について，
B 社の出資形態の変更を行うことを目的とした本件各子会社の増減資の一環として行われ
たものであり，本件 2 社株の発行と全く関連しないものではない。しかしながら，D 社株
の発行は，本件 2 社とは異なる法人である D 社の臨時株主総会で決定されたものである
上，D 社株が『有利な価額』で発行されたものであるか否かについては，後述のように，
D 社の純資産価額に基づいて算定される必要があるというべきであって，本件 2 社株の発
行が『有利な価額』でされたか否かという点との間には，直接的な関係を認めることはで
きず，基本的な課税要件事実に同一性があるということはできない。仮に，本件 D 社株











































を無視するものであり，許されないと納税者が主張したものの，東京地裁平成 30 年 4 月
19 日判決（判時 2405 号 3 頁）は，次のとおり，総額主義の立場から比較的簡単に，課税
庁による配当金の存在に係る主張を容認している。
　「被告は，平成 21 年分の原告の配当所得として，S 株式会社からの配当金の存在を本件
訴訟に至って初めて主張したことが認められるものの，課税処分の取消訴訟における実体
上の審判の対象は，当該課税処分によって確定された税額の適否であること（いわゆる総



















東京地裁平成 22 年判決における D 社株の増資については，D 社の株主総会を経て可決さ
れており，本件 2 社の増資については，それぞれ B 社と C 社の株主総会を経て可決され
―118―
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たものであり，ここでいうような共通性は認められないという相違点があることに留意）。
　かような事案において，横浜地裁平成 16 年 2 月 4 日判決（税資 254 号順号 954）は，「各
株式の取得から売却に至る過程において原告が得た収益の評価に関するものであって，評
価の手法は異なるものの，その経済的取引に係る基礎的な課税要件事実は同一である」な
どとして，結局，理由の差替えを認めている（控訴審・東京高裁平成 17 年 2 月 17 日判決・














（25）大分地裁昭和 60 年 4 月 24 日判決（税資 145 号 150 頁）の事例も参考になる。この事例において，納税者は，




















（26）同様に，青色申告法人に各種の義務を課している代償としての趣旨を含む旨に言及した東京地裁平成 27 年 3
















税庁は，上記の支払を受けた対価の額が租税特別措置法 66 条の 4 第 2 項 1 号ニ及び 2 号
ロ，同法施行令 39 条の 12 第 8 項に定める方法（以下「利益分割法」という）により算定
した独立企業間価格（以下「本件独立企業間価格」という）に満たないことを理由に，同



















平成 27 年 5 月 13 日判決（税資 265 号順号 12659）は，次のとおり述べて，理由の差替え
を認めなかった。
―120―














































1 項と 22 条 2 項の内容，両規定の関係及び事実関係に鑑みると理由の差替えによって増
加する納税者の追加的負担や納税者が被ることになる不利益は，上記東京高裁判決の事案
とは異なる面があるという見方もなしうる。













る所得の金額の計算において，法人税法 61 条の 5 第 1 項に規定するデリバティブ取引に
係るいわゆるみなし決済利益額の益金の額への算入漏れがあるとして課税処分を行った。
これに対して，X は，当該取引に係るみなし決済利益額は，同法 61 条の 6 第 1 項の規定
により適法に繰延べの処理をしたものであるから，課税処分は違法であるとして，取消し
を求めた。
　課税庁は，訴訟において，法人税法 61 条の 6 第 1 項を適用するための帳簿書類記載要
件を満たしていないため，同項に基づいて繰延ヘッジ処理による利益額等の繰延べの処理
をすることはできないなどと主張した。X は，国税不服審判所における審査請求に対する
裁決に至るまで，同法 61 条の 6 が定めるその適用を受けるための形式的要件（〔1〕金銭
に係るヘッジ対象資産等損失額ヘッジ要件，〔2〕帳簿書類記載要件，〔3〕期末時及び決済
時における有効性判定）は何ら問題とされたことはなく，課税庁による上記のような理由
（27）東京高裁平成 16 年 1 月 28 日判決（訟月 50 巻 8 号 2512 頁）。
（28）参考として，中里実「更正処分取消訴訟における根拠条文の差替え」税通 57 巻 16 号 17 頁以下（2002），占部・
前掲注（15）「更正にかかる処分理由の差替えの許容性」1 頁以下，占部・前掲注（15）「租税訴訟における
審理の対象」125 頁以下参照。田中治「課税処分に係る理由の差替えの可否」税務事例研究 178 号 24 頁以下
（2020）も参照。
―122―
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の差替えは青色理由付記制度の趣旨に反する旨主張した。
（2）納税者において熟知しているはずの事柄等








摘されていた X のいう実質的要件に係るものとともに，いずれも X の平成 16 年 3 月期及






　控訴審・東京高裁平成 24 年 5 月 9 日判決（税資 262 号順号 11946）も，次のとおり，
判示して，理由の差替えを認めている。
　「X が本件で追加することを問題とする各事由については，いずれも X の平成 16 年 3
月期及び平成 17 年 3 月期中の法人税に係る所得の計算において，本件各スワップ取引と



























　本件では，訴訟段階で，理由に付記されていなかった法人税法 61 条の 6 第 1 項を適用
するための帳簿書類記載要件の追加主張がなされており，これを認めると，訴訟上，納税
者に一定の追加的負担を強いる可能性がある。しかしながら，上記東京地裁判決は，課税





































2 月 26 日判決（判例集未登載）は，香港子会社の主たる事業が「著作権の提供」に該当
するかという争点については判断を示さず，納税者が確定申告書に当時の租税特別措置法






















由に適用除外規定の適用認められず」T&A マスタ 878 号 40～41 頁（2021）に依拠している。控訴に関して
同社 HP 参照。https://ssl4.eir-parts.net/doc/8136/tdnet/1939518/00.pdf〔令和 3 年 9 月 12 日最終閲覧〕。



































（31）最高裁昭和 38 年 5 月 31 日第二小法廷判決（民集 17 巻 4 号 617 頁）参照。理由付記の瑕疵の問題について，
泉絢也「理由付記の不備をめぐる事例研究」プロフェッションジャーナル 147 号以降参照。https://
profession-net.com/professionjournal/general-rule-article-72/〔令和 3 年 9 月 12 日最終閲覧〕。また，他の箇
所で引用する拙稿のほか，泉絢也「判批」租税訴訟 10 号 440 頁以下（2017），同「青色申告承認取消処分に
係る裁量統制手段としての理由付記―行政手続法下における判例法理の深化を企図して―」税法 578 号 3 頁
以下（2017）も参照。
―126―
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理由として十分なものであるかという観点のみならず，記載されていない事項がなぜ記載
されなかったのかという観点からも検討されるのである。
　付言するに，平成 23 年 12 月の国税通則法改正により，調査手続が整備され，国税に関
する調査の結果，更正決定等をすべきと認める場合には，当該職員は，当該納税義務者に
対し，その調査結果の内容（更正決定等をすべきと認めた額及びその理由を含む）を説明











































































































































































































































先駆的な実践が 1970 年代初頭から始まった有機農業運動（桝潟 2008，2009）や農産物自
給運動（荷見・根岸・鈴木編 1986）などである。学校給食への地場農産物の導入もその
ひとつとして，市町村レベルで地道な取り組みが積み重ねられてきた。
　1990 年代以降になると，地産地消に取り組む JA や市町村が徐々に増加した。学校給食
への地場農産物の導入も，地産地消の推進と食育の連携という観点から 2000 年代半ば以
降，全国レベルで展開している。




　2005 年 6 月には，食育基本法が成立した。食育推進基本計画では地場農産物を「生き
た食材」とし，子どもたちが「地域の自然や文化，産業等に関する理解を深めるとともに，
それらの生産等に携わる者の努力や食への感謝の念を育む上で重要である」という地産地
消と食育を軸にした学校給食の教育的意義も示された。さらに，2008 年 6 月の学校給食
法の改正により，地場農産物の積極的な活用が法的に位置付けられた。
　第 1 次食育推進基本計画では，学校給食において都道府県単位での地場産物を使用する
割合を 2004 年度の 21.2％（食材数ベース）から 2010 年度までに 30％以上とする目標値
を定めた。ただし，その目標は達成できず，2015 年度に策定された第 3 次計画でも引き








































　まずは，農家の動向についてである。総農家数は，1950 年の 1,118 戸から 2000 年には
434 戸まで減少した。とりわけ，1950 年から 1970 年までの減少幅が大きい。この間，専
業農家数が減少し，第二種兼業農家の構成比率が大幅に増加する兼業化が進展した。
　表 1 の農家数を見ると，2000 年代以降も農業構造は二極化傾向にある。2015 年時点で
専業農家の割合が総農家数の 34.0％，第 2 種兼業農家と自給的農家を合わせると 60.6％に
なる。ただし，2005 年と比べて専業農家数は増加しており，販売農家全体の約半数を占
めている。この数字は，隣接7 市の中で最も高い比率である。
　続いて，表 2 の経営耕地面積規模別農家数を見ると，2015 年時点で 0.5ha 未満が
40.5％，1.0ha 未満が 78.6％で，小・中規模経営層が大半を占めている。一方で，1.0ha 以
上の大規模経営層の割合は，2005 年の 18.4％から 2015 年には 21.4％へと増加している。
（3） 文部科学省「学校給食栄養報告」












　図 1 の市街化区域内農地を見ると，2019 年時点で 178ha のうち，生産緑地は 163ha，
91.6％を占めている。小平市の農地は，生産緑地によって維持されてきたといえる。
　経営耕地面積は，1950 年の 900ha から 2000 年には 243ha まで減少した。これは前述し
た農家数よりも減少幅が大きい。表 4 の地目別経営耕地面積を見ると，2000 年代以降も
経営耕地面積の減少傾向に変わりはない。平均すると，毎年約 5ha ずつ減少している。
販売農家では，2015 年時点で総面積 161ha のうち畑が 110ha，樹園地が 34ha（6）で，畑が
76.9％を占めている。
表 1：農家数の推移（単位：戸）
年 総数 販売農家 自給的農家
専業
兼業
第 1 種 第 2 種
2005 402 299  93 19 187 103
2010 368 266 114 23 129 102
2015 312 215 106 17  92  97
資料：農林水産省「農林業センサス」より筆者作成
表 2：経営耕地面積規模別農家数の推移（単位：戸）
年 販売農家数 0.3ha 未満 0.3～0.5ha 0.5～1.0ha 1.0～2.0ha 2.0～3.0ha 3.0ha～
2005 299 24 96 124 51 2 2
2010 266 21 91 105 47 0 2


















2005 299 29 120 69 29 26 14  9 3
2010 266 19 102 75 28 18 11 12 1
2015 215  5  86 70 15 18  9  9 3
資料：農林水産省「農林業センサス」より筆者作成
―136―




菜の農業産出額を見ると，1971 年は 8.8 億円のうち 3 億円で 34.1％だったが，2019 年に







2005 217 0 144 55 17
2010 195 1 133 43 17




注 1：生産緑地地区は都市整備局資料から作成（各年 12 月末現在，平成 18，19 年は 3 月末日現在，20 年以降は 4 月 1 日現在）





















































































市場に出荷 54  47
小平ファーマーズ・マーケットで販売 64  75
個人で直売 207 180
スーパーなどへ契約出荷 14  16
学校給食に出荷 56  56
飲食店への出荷 17  17
もぎ取りや摘み取りで消費者に販売 23  27
東京都など公共団体と契約して販売   4   9
造園利用・造園卸し 19  18
ジャム等加工品として販売   8  12
インターネット等の通信販売   1   6
産業まつり等のイベント 32  24
その他 28  25
計 527 512
資料：小平市「小平市産業振興基本計画及び小平市農業振興計画の策定に向けた基礎調
査報告」（2017 年 3 月）より筆者作成
注 1：回答は複数回答，（　）は有効回答数
注 2：「個人で直売」とは，「庭先販売」「直売スタンド」「無人店舗」「宅配便」である。
（9） 2019 年 3 月 19 日，JA 東京むさし小平支店経済課へのインタビュー
―138―

















































市場に出荷 3  3  10   6  7  8 11 10  7  3 10 10
小平ファーマーズ・マーケットで販売 4  7  14  11  6 11 13 14 13 15  9 11
個人で直売 27 26  49  42 36 33 29 25 22 19 16 15
スーパーなどへ契約出荷 0  0   1   2  2  3  3  2  4  5  4  4
学校給食に出荷 1  2   7   7 10  9 11 10 13 14  9 10
飲食店への出荷 0  1   2   2  5  4  0  2  3  4  2  2
もぎ取りや摘み取りで消費者に販売 3  3   7   8  6  5  0  2  2  3  5  5
東京都など公共団体と契約して販売 0  0   0   0  1  2  2  3  0  3  0  0
造園利用・造園卸し 0  0   3   3  3  3  8  7  1  2  1  1
ジャム等加工品として販売 1  1   3   5  1  2  0  0  2  3  1  1
インターネット等の通信販売 0  0   1   1  0  1  0  1  0  0  0  2
産業まつり等のイベント 3  3   5   3  3  1  8  5  4  4  4  4
その他 3  3  14  13  5  3  1  1  4  2  0  1
計 45 49 116 103 85 85 86 82 75 77 61 66





　表 7 の農業振興策と主な取り組みを見ると，小平市では 1990 年代前半から長期的かつ
総合的な計画を策定し，都市農業の振興に取り組んでいる。1991 年 3 月の生産緑地法改
正を契機に，1993 年 3 月に農業振興の基本計画「小平市都市農業基本構想（以下，「第一














　2007 年 3 月に，これまでの第一次基本構想と振興プランを一本化し，「小平市第三次長

















































































































直売所を設置した。2016 年 10 月には金融店舗と直売所店舗を分け，小平ファーマーズ・
マーケット「ムーちゃん広場」として新たにスタートした。新店舗になると，売り場面積




設している。2007 年度に 2 軒の農家で始まり，その後，2008 年度と 2012 年度にそれぞれ
開設された。利用者は市内在住者を対象に市報をつうじて募集しているが，市外からの利



















図る取り組みである。毎年 5 月に市報をつうじて募集する。事前講習として，約 6 か月間の農家実習を 10 回，
公益財団法人東京都農林水産振興財団が実施する座学 3 回と視察 1 回を受講して登録，派遣される。
（13）一般的には，30m2 前後が多い。
―142―




























別方式」）と JA が契約・納入する方式（以下，「団体方式」）の二通りある。図 2 の地場
農産物利用割合を見ると，2004 年度は 2.3％だったが，2020 年度時点で 30.1% まで増加し
ている。
　中学校は共同調理方式を採用し，調理は民間に委託しているが，地場農産物の導入を優




















販売形態の拡大 〇 JA 東京むさし小平ファーマーズ・マーケット　リニューアルオープン
学校給食への供給拡大 ◎ 小学校給食納入率平成 17 年：3.9％→平成 28 年：28.5％
特産品（農産物）の振興 〇 ブルーベリーまつり、ブルーベリーワインまつり開催









































小学校 2.3 3.9 5.5 7.5 7.1 12.7 14.5 19.3 21.1 20.1 22.1 25.7 28.5 29.0 29.3 31.4 30.1
中学校 3.9 3.8 6.0 15.4 14.2 16.0 13.6 16.8 15.8 15.0 23.8 28.3 26.7 30.3 26.9 31.7 32.8
（14）学校給食の取り組みは，対外的に高く評価されている。JA 東京むさし小平支店は，平成 28 年度地産地消等
優良活動表彰地域振興部門において農林水産省食料産業局長賞を受賞した。
―144―










































地場農産物の購入費を生徒数で割った一人当たりの金額が 500 円未満：0 円，500 円以上
1,000 円未満：50 円，1,000 円以上 1,500 円未満：150 円，1,500 円以上 2,000 円未満：250 円，






















　市は，2008 年 10 月に作成した「小平市立小・中学校食育推進指針」にもとづき，2013
年度から各小学校で食育推進計画を策定した。そこでは，学校給食における食材の調達を
食育の一環として位置付けている。




（16） 2019 年度までは，補助率が 1/5 で生徒一人当たりの購入費 1 円～3,000 円までのうち，最大で 600 円の補助
であった。



























































（19） 2017 年 9 月 5 日に実施した小平市役所産業振興課へのインタビュー
―148―










































し小平支店　東京都小平市」『家の光（東日本版）』2017 年 4 月号，pp.187～189
小口広太・大江正章「都市農業の多様な実践と展開可能性」『まちと暮らし研究』no.27，
一般財団法人地域生活研究所，2018 年，pp.76～87
東京都小平市『小平市都市農業基本構想』1993 年 3 月
東京都小平市『小平市都市農業振興プラン』1995 年 3 月
東京都小平市『小平市第二次都市農業基本構想』2007 年 3 月







林金融』第 57 巻第 3 号，農林中央金庫，2004 年，pp.14～29
橋本卓爾「新たな局面を迎えた都市農業：「都市農業振興基本法」の制定を中心に」『松山
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は 1989 年から 2009 年までの 20 年間ではおよそ 14 名，2020 年の山岳遭難件数およそ














































































「アウトドア拠点の創出」が取り上げられると，第 3 期計画の第 3 次改訂で自然・体験型
観光キャンペーンが始まり，第 4 期計画では産業振興全体の強みとして自然も観光資源の
前面に押し出されるようになる（高知県産業振興推進部 2015，高知県産業振興部 2018）。




































































































という趣旨の論説文が，2016 年 6 月の『Rock&Snow』072 号に発表されている。
（5） 『KUROSHIOBOULDER』の著者，永尾貢氏の発言から。聞き取りは 2021 年 3 月 20 日におこなった。
―162―
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2DCG for Labour Saving, 3DCG for New Expression: 




　The development of computer and digital technology has influenced many industries, 
and the animation industry is no exception. Not only is digital technology an integral 
part of today’s animation productions, it is still evolving. The use of digital technology in 
the animation industry began with the question of whether it was possible to streamline 
the time-consuming and labour-intensive process of drawing each animation by hand, 
copying it onto cels, and colouring it with help from computers. Such experiments have 
been carried out since the 1970s by New York Institute of Technology （NYIT）, Cornell 
University, and Peter Foldes. Alongside this pioneering work, systems such as ANTICS 
（UK, 1972）, a 2D animation system, and the Videocel Animation System （USA, 1975） 
were developed to offer automatic inbetweening and cel painting.（1） In Japan, Toei 
Animation, the largest Japanese animation studio, began to consider introducing a 
system of computerised animation production in 1974.（2）
　In the 1980s, production companies specialising in computer graphics began to be 
established in Japan, and the use of 3DCG was seen not only as a help for animation 
production, but also as a way of enabling new expression that differed from hand-drawn 
animation. Apart from the use of 2D technology, as mentioned above, the use of 3DCG 
was shown to be effective in reducing simple works. It was hoped that this would help the 
Japanese animation industry to move away from being labour-intensive industry and 
improve the working environment. 3DCG is also used to achieve expressions that are 
difficult to express with traditional hand-drawn animation, and depictions such as a camera 
moving in three-dimensions, subjects rotating, natural phenomenon and geometric objects 
（1） The system developed at NYIT, called Digital Ink and Paint, was of a practical standard, with 
computerised drawing and colouring functions, as well as advanced 3D representation and automatic 
interpolation between key frames to save labour. The results of this work can be seen in “Sun Stone” 
（1979） and “Works” （1979）. Masashi Washitani, “Kontentsu prodeyusu kino no kiban kyoka ni kansuru 
chosa kenkyu: animeshon seisaku” （Research on strengthening the foundations of the content produce 
function: animation production）, Creek & River, 2004, p. 23.
（2） Takayuki Oguchi, Kompyuta grafuikkusu no rekishi: 3 DCG to iu imajineshon （A history of computer 
graphics: The imagination of 3DCG）, Filmart, 2009, pp. 184-187.
〔Article〕
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have become frequent in animation. Since then, CG animation has developed a hybrid 
method that mixes cel animation with 3DCG, or a method called “cel look （cel shading）” 
that realises expression like cel animation even if it is 3DCG, and in recent years, full 
3DCG animations have been produced for both film and TV using such methods.（3）
　This article focuses on the introduction of computer and digital technology to the 
Japanese animation industry. It examines the process of technological development, 
focusing on three companies that actively attempted to introduce new technology from 
an early stage: Toei Animation, Japan Computer Graphic Lab., and Toyo Links. In 
particular, this paper explores why these companies introduced computer and digital 
technology and how these new technologies changed animation production.
1. The introduction of digital technology aimed at supporting animation production
　From the mid-1960s onwards, the Japanese animation industry experienced its first 
animation boom, characterised by a marked increase in the number and length of 
animations produced. In 1963, when “Testuwan Atomu” （Astro Boy） was first broadcast, 
2,625 minutes of TV animation were produced. In 1964, the number jumped to 8,865 
minutes （337.7% of the previous year’s total）; in 1965, due to a significant increase in new 
TV animations, it reached 14,640 minutes （165.1% of the previous year’s total）. At that 
time, as many as ten 30-minute TV animations were broadcast each week. The number 
of minutes continued to increase, reaching 17,806 minutes in 1966 （121.6% of the previous 
year’s total） and 20,985 minutes in 1967 （123.5% of the previous year’s total）. These totals 
surpassed the 20,000-minute mark, recording a growth of 837.5% in just four years since 
1963. In addition, the number of new TV animation alone increased significantly, from 2 in 
1963 to 4 in 1964, 7 in 1965, 8 in 1966 and 12 in 1967. In 1964, “Testuwan Atomu” recorded 
the highest television viewership in the history of animation, at 40.3%. Alongside the 
growth in the number of minutes produced, this was a phenomenon worthy of being 
called an “animation boom”.（4）
　The increasing quantity of TV animation led to a shortage of production staff and 
soaring labour costs in the animation industry. As a result, many animation production 
（3） Masami Sano, “Nihon anime no tame no jisedai 3DCG seisakusha ikusei ni kansuru kosatsu: Senkushatachi 
ga 3DCG ni hikitsukerareta miryoku no kensho kara manabu” （The importance of 3DCG in bringing up 
the next generation creators for Japanese animation）, Journal of the Japan Information-culture Society, vol. 
13, 2006, p. 83; Jo Ito, “Animeshon to dejitaru gijutsu: Sutoppumoshon to rotosukopu no fukko to hatten” 
（Animation and digital technology: Reconstruction and development of stop motion animation and 
rotoscope）, Communication in Culture, vol. 14, 2020, p. 13.
（4） Hiromichi Masuda, Dejitaru ga kaeru anime bijinesu （Digital changes the animation business）, NTT 
Publishing, 2016, p. 15; Hisateru Furuta, “Gorudo rakku no zanei: Animeshon no tairyo yushutsu ni kansuru 
ichi kosatsu” （Reverberations of Glodorak: The mass exportation of Japanese animation）, The Seijo 
University Arts and Literature Quarterly, vol. 204, 2008, pp. 47-49.
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companies fell into difficult financial situations. Mushi Production went bankrupt in 1973 
and Toei Animation was forced to drastically reduce its workforce. In 1969, Toei Animation 
had sales of around 900 million yen and an operating profit of approximately 5 million yen; 
however, due to soaring production costs, Toei Animation also had a loss of around 16 
million yen in operating profits on sales of 900 million yen in 1970. In 1971, Toei Animation 
posted an operating loss close to 127 million yen on sales of 1.2 billion yen; in 1972, the 
company posted an operating loss of around 153 million yen on sales of 1.4 billion yen. After 
1970, production deficits became the norm; from 1971 onwards, 10% sales deficits occurred 
continuously.（5） In response to this situation, Chiaki Imada, who became the head of Toei 
Animation in 1974, proposed the introduction of computers as a restructuring measure.（6） 
The next section examines the introduction of digital technology by Toei Animation, which 
marked the beginning of such technology in the Japanese animation industry. 
1.1. Attempts to introduce digital technology in Toei Animation
　Toei Animation launched an internal research group in 1974 and officially established a 
technical development committee in 1977. Investigations began into ways to computerise 
animation production. Initial discussions were held with Dainippon Screen, KnacK, and 
Hitachi. In 1978, the Computer Animation Development Office was set up, led by Jiro 
Yoshimura of the Cinematography Department. This office held a series of discussions 
and experiments on system design with various companies and research institutes.（7） In 
this context, Toei Animation’s preferred partner in the 1980s was IBM. However, in 1985, 
when talks with IBM had progressed to the stage where it was possible to simulate the 
digitalisation of the production process in concrete terms, it became clear that the 
estimated costs were too high and the project had to be abandoned.（8） Next, Toei 
（5） Hirotaka Ichifuji, “Toeidoga no saiko to Imada Chiaki: 1970 nendai chuban kara 80 nendai shoto no 
henkaku” （Chiaki Imada and the restoration of Toei Animation: From the mid-70s to the early 80s）, 
Bulletin of the Graduate School of Education, Hiroshima University, Part II, vol. 68, 2019, p. 120.
（6） Takeyasu Ichikoji, “Nihon anime sangyo ni okeru joho gijutsu donyu” （The introduction of information 
technology in the Japanese animation industry）, Akámon Management Review, vol. 11, no. 6, 2012, p. 364; 
Masuda, op. cit., pp. 19-20.
（7） Kanebo Research Institute, Toray, Mitsubishi Rayon, Graphica, Matsushita Research Institute Tokyo, 
Teijin Advanced, Nippon Univac, Pentel Electronics, Agency of Industrial Science and Technology, Aiden 
Control, Ampex, Victor Company of Japan, Sumitomo Corporation, IBM, Totsu, NYIT, Cornell University, 
Kanematsu Corporation, Ikegami Tsushinki, Hitachi, Matsushita Electric, Sharp, Sony, Fuji Photo Film, 
Toshiba, Yokogawa Electric, and others. Many of these companies only discussed the idea, but Pentel 
Electronics designed a colour graphic image display in 1980 and experimented with it at Toei Animation. 
Although it was never applied to animation production, it was used for image processing in TV Asahi’s 
TV programme “Hint de Pinto” （Oguchi, op. cit., p. 187; Masuda, op. cit., p. 20）.
（8） The estimated cost of the hardware and software needed to produce 100 anime episodes per year was 3.8 
billion yen for both. This figure does not include the cost of script, storyboards, drawings, post recordings, 
or any other parts of the process. With these costs included, the production cost per episode totalled more 
than 40 million yen （Masuda, op. cit., pp. 22-23）.
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Animation conducted joint research with Fujitsu and began to develop CATAS 
（Computer Aided Toei Animation System）, an animation production-support system.（9） 
This system was intended to use the functions of FIVIS/VWS, Fujitsu’s image processing 
workstation, to process inbetweening, tracing, painting, special effects and filming on a 
computer. Experiments with this system began in 1989, and by the end of 1991 a 
10-minute test film had been completed. However, this system was never put to practical 
use because the initial cost of 800 million yen could not be agreed, although Toei 
Animation alone invested 100 million yen in its development. What made CATAS so 
expensive was the fact that Fujitsu had designed a workstation specifically for CATAS, a 
very unsuitable specification for mass-produced TV animation. For TV animation, in 
which a huge number of shots had to be processed efficiently, it was crucial to reduce the 
cost per system, while increasing the number of systems. The ideal solution was to use 
several commercially available PCs.（10）
　As mentioned above, Toei Animation has been attempting to introduce computer and 
digital technology into animation production since the 1970s. Initially, the company is said 
to have had one simple criterion for the introduction of new technology: if it was more 
cost-effective than the conventional system, it would be introduced; if not, it would not be 
introduced. The developments discussed above were never used, because the change to 
a computer-based production method seemed likely to incur far higher production costs 
than the old method. For this reason, Toei Animation decided to wait for computers and 
peripherals to become more powerful and less expensive.（11） At the time, the company’s 
development policy did not include computerising the drawing process because Imada, 
who had proposed introducing computers, believed they could not draw pictures. 
Therefore, the introduction of digital technology at Toei Animation was focused only on 
improving the efficiency of the process after drawing key animation.（12）
（9） The CATAS specification, compiled in 1985, listed the following points as its “basic objectives and 
conditions”: （1） It must be an animation video production system; （2） The system must be capable of 
producing images on 35mm film; （3） The system should be based on 35mm film output, and the quality of 
the images should be equal to or better than that of the production systems of the time; （4） The system 
must be able to expand its expressive functions; （5） The system must be a factory production system with 
a huge amount of work; （6） The system must be capable of high-speed automation; （7） The system should 
be able to solve ergonomic problems and （8） The system should be able to achieve cost reduction. Hiroshi 
Ikeda, “Nihon animeshon gakkai zenshi” （The prehistory of Japan Society for Animation Studies）, The 
Japanese Journal of Animation Studies, vol. 11, 2010, p. 53.
（10） Oguchi, op. cit., pp. 187-188; Ichikoji, op. cit., p. 364; Masuda, op. cit., pp. 22-23; Washitani, op. cit., p. 23; 50 
shunen jikko iinkai/50nen shi hensan chimu, Toei Animation 50nen shi 1956-2006: Hashiridasu yume no 
saki ni （50 years of Toei Animation）, Toei Animation, 2006, p. 73.
（11） Hiroshi Ikeda, “3DCG no yoake: Nihon no furu CG anime no mirai wo saguru, vol. 20” （The Dawn of 3DCG: 
Exploring the future of full CG animation in Japan, vol. 20）, 2014, http://www.toei-anim.co.jp/sp/ee_cgmovie/
interview/020.html （accessed 12 September 2021）.
（12） Masuda, op. cit., p. 23.
― 174 ―
千葉商大論叢　第 59 巻　第 2 号（2021 年 11 月）
1.2. The introduction of RETAS! PRO for cost and labour saving
　In the 1990s, the performance of computers gradually improved, and the price, which 
had been a major problem, decreased. In addition, RETAS! PRO（13）, a colouring and 
filming software developed by Celsys（14） （established in 1991） led to the full-scale 
introduction of digital technology at Toei Animation. In 1992 , Toei Animation began 
using RETAS! PRO on an experimental basis to produce the game software, “Hokuto no 
Ken” （Fist of the North Star）. When RETAS! PRO went on sale in 1993, Toei 
Animation introduced the software on a trial basis as part of the TV animation “GS 
Mikami” （Ghost Sweeper Mikami） in the same year, thus establishing a certain level of 
digitisation in animation production. In 1996, the initial sum of 150 million yen was spent 
to fully implement the software, and RETAS! PRO became a standard animation-
production tool. RETAS! PRO was designed with an understanding of the Japanese 
animation-production process and, above all, an emphasis on shared work. Many 
previous systems did not work well because they were designed to do everything using 
one system, which made the software slow and costly. In addition, functions could not 
be used for a shared workflow. Celsys focused on this issue and divided the RETAS! 
PRO functions into three categories: （1） inbetween scanning, （2） colouring, and （3） 
compositing cels and backgrounds, camera work, and video recording. RETAS! PRO 
was designed to run on either Mac or Windows, allowing the use of commercially 
available PCs and solving the cost problem. By introducing RETAS! PRO, Toei 
Animation achieved a cost reduction of 20%. After “GeGeGe no Kitaro” in 1997, the 
company promoted full-scale digitalisation and abolished all production using cels.（15） 
With the success of Toei Animation’s digitalisation and Fujifilm’s discontinuation of cel 
（13） The initialism “RETAS” stood for Revolutionary Engineering Total Animation System.
（14） Celsys was founded by Yosuke Kawakami, who wanted to systematise cel animation. Kawakami wondered 
whether any market in Japan could make use of digital graphic tools, such as CG, which was gradually 
becoming more common around the world; at the time, digital graphics was in its infancy. He thought that 
the analogue process to produce cel animation could be replaced with PCs. This led to the creation of 
Celsys and the development of RETAS! PRO. Famitsu.com, “Doroingu sofuto no shinka ha serushisu no 
rekishi: CLIP STUDIO PAINT ni itaru made” （Evolution of drawing software is the history of Celsys）, 
https://www.famitsu.com/news/201504/02075715.html （accessed 12 September 2021）.
（15） Using RETAS! PRO, key animations and inbetweens on paper were scanned and converted into digital 
data, which were then coloured. This made it possible to drastically reduce the cost of consumables such as 
cels, paints and film, which had previously been essential. In the case of the TV animation “Kindaichi 
shonen no jikembo” （The Kindaichi Case Files）, which began broadcasting in 1997, costs were greatly 
reduced, particularly in the areas of colouring and film, with an average saving of 1.17 million yen per 
episode. At the time, Toei Animation had about 5 series of TV animation per week, which meant that there 
were about 250 episodes per year. It is said that the direct production cost reduction due to digitalisation 
amounted to 300 million yen per year for TV animation alone. The funds generated by the cost reduction 
were used to purchase new hardware and software, and to manage and maintain the system as digital 
technology was introduced. Tomoya Kimura, Toei doga shi ron: Keiei to sozo no teiryu （Toei Doga history: 
The undercurrent of management and creation）, Nippon Hyoron sha, 2020, pp. 335-336.
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production for animation in the mid-1990s, many other companies decided to go digital. 
One reason for actively adopting digital technology, was the fact that productions 
increased rapidly with the growth of late-night animation in the late 1990s. Companies 
needed to make the production process faster and more successful.（16）
　As this paper has discussed, Toei Animation’s main reason for introducing computer 
and digital technology was to save labour and reduce the cost of traditional cel 
animation. Although the workflow, including the storyboard, layout, key animation, 
inbetweening and background art, remained the same, animations after inbetweening 
were scanned and converted into digital data, and the finishing process was carried out 
entirely on RETAS! PRO. In the 2000s, the use of tablets with LCD screens and 
STYLOS software, developed by Celsys, made it possible to digitise both drawing key 
animations and inbetweens. Digital drawing eliminates the need for paper and scanning, 
as well as the need to remove dust during the finishing process; this further reduces 
costs. However, due to the high cost of tablets and the problems involved in 
reproducing the feeling of using a pencil in analogue drawing, Japanese animation-
production companies have never fully adopted digital drawing.（17）
2. The introduction of 3DCG technology for new expression
　This article has examined the introduction of computer and digital technology by 
Toei Animation for the purpose of labour saving and cost reduction. In the period of the 
introduction of digital technology, Toei Animation succeeded in computer-assisted 
animation production and digitalising the process after colouring by using 2DCG 
technology. However, on the other hand, before Toei Animation introduced digital 
technology, some companies had already computerised the drawing process and 
produced animation. The following section examines companies such as Japan Computer 
Graphic Lab. and Toyo Links, which began using computer and 3DCG technology in the 
drawing process before Toei Animation and took a different approach to introducing 
digital technology to the animation industry.
2.1.  The establishment of Japan Computer Graphic Lab. and computerisation of the 
process after drawing key frames 
　In the late 1970s, when Toei Animation began to consider the introduction of digital 
technology, Mitsuru Kaneko, at the animation production company MK, had developed 
a deep interest in computer-assisted animation production. Together with Takeshi Agui 
and Masayuki Nakajima of Tokyo Institute of Technology, who had been working on 
2D computer animation since 1975, Kaneko began to research the commercialisation of 
（16） Oguchi, op. cit., p. 188; Masuda, op. cit., pp. 27-28; Ichikoji, op. cit, pp. 364-365.
（17） Oguchi, op. cit., pp. 188-189; Ichiroji, op. cit., p. 355, 362.
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computer animation. This began a collaboration between MK, NYIT, and Tokyo 
Institute of Technology. From Japan, veteran animators and designers such as Shuichi 
Seki, Shichiro Kobayashi, and Yoshishige Kosako were sent to NYIT, where they 
created a pilot film of “Kojika Monogatari” （The Yearling）.（18） Based on this experience, 
Kaneko received technical cooperation from NYIT in 1981 and established Japan 
Computer Graphics Lab. （JCGL） in Shibuya, Tokyo, as a joint venture between MK, 
Kodansha, Toho, Canyon Records, and Nippon Telework （later joined by Toppan 
Printing）. Initially, JCGL aimed to streamline the production process for TV animation 
and make it more productive, while also achieving smooth full animation and a high-
quality finish free of dust and cel scratches.（19） 
　In 1982, under an exclusive contract with NYIT, JCGL began operating one of the 
largest hardware systems in the world （Table 1, 2）. This system was computer-aided 
for the post-inbetweening process; unlike previous systems, such as Toei’s CATAS, it 
was capable of carrying out all tasks in parallel, thus making efficient use of the 
hardware. The new system consisted of the following software: TWEEN（20） was used to 
input key animations from a tablet and create inbetweens automatically; Black & White 
SCAN and COLOR SCAN software for inputting key animations on paper; TWEEP to 
colour the drawings input by TWEEN and Black & White SCAN; IMAGES was used to 
create background art with free strokes, free colours, and free effects; COMPOSITE to 
layer the finished picture, in accordance with the animation shooting sheet and 
RECORDING for outputting the finished picture to film or video.（21）
　The first film to use this system was NHK’s 1983 animated TV series, “Kojika 
Monogatari”, which attracted much attention, particularly for its second episode, which 
（18） NYIT was in the process of completing a labour-saving system for hand-drawn animation. At the same 
time, they were trying to use technology to make software that could achieve something that could not be 
done using hand-drawn animation. Mitsuru Kaneko and Toshihiro Komma, “JCGL ni okeru genjo to doko” 
（Current situation and trends in JCGL）, National Convention Record of the Institute of Television 
Engineers of Japan, vol. 20, 1984, p. 409.
（19） Oguchi, op. cit., pp. 189-190.
（20） Although TWEEN was a well-developed piece of software, it slowed down the whole system, due to the 
time-consuming and error-prone properties of the actual work, for instance because of difficulty to enter 
points to change drawing lines. In addition, it took a genius animator to draw key animations directly on 
the tablet. For this reason, a key frame was drawn on paper in the usual way; the operator then traced 
and input it, eliminating the pre-colouring tracing process, but arising a new process of inputting the key 
animations. When this process went smoothly, function of inbetweening became very important, especially 
when mass producing multiple, almost identical intermediate images for the high-speed effect, which were 
impossible to create via the conventional method. Tatsuo Shimamura, “Nihon ni okeru kompyuta 
animeshon shisutemu no genjo hokoku” （A field report on computer animation systems in Japan）, Institute 
of Television Engineers of Japan Technical Report, vol. 6, 1982, p. 34; Mitsuru Kaneko, “Dejitaru gijutsu ni 
yoru anime no henkaku shi” （Technical history of anime production）, The Journal of the Institute of 
Electrical Engineers of Japan, vol. 132, no. 7, 2012, p. 434.
（21） Kaneko and Komma, op. cit., pp. 411-412; Shimamura, op. cit., p. 33.
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Table 2. The JCGL systems, its functions and hardware configurations.
System Hardware configuration Function
IMAGES station
RGB monitor















Composting and transforming images.VT100
RGB monitor
3D Movie station Vector display Creating motions of 3D objects with line drawings and reviewing them.VT100
3D Make station
Framebuffer （6 units）
3D rendering, shading, and anti-aliasing.VT100
RGB monitor
Film Recording station VT100 Film output of works.Film recorder
Video Recording station VT100 Video output of works.1-inch VTR
Scanning station Scanner Camera input for static materials.VT100
Source: Kaneko and Komma （1984）, pp. 411-412.
Table 1. The hardware configuration of JCGL.









Peripheral RGB monitor 10
Framebuffer （Genisco, DeAnza） 21
Film recorder （Dicomed D48） 2
Colour scanner （DeAnza） 1
Graphicus 80 2
Vector display 1
1-inch VTR （BVH-2500） 1
12-inch tablet 8
VT100 16
Source: Kaneko and Komma （1984）, p.410; Shimamura （1982）, p. 34.
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was produced entirely in CG.（22） However, Japanese TV animation was not a good fit for 
TWEEN, as production costs were kept low by the use of overseas subcontractors, 
production times were extremely short, and Japanese creators emphasised a unique 
sense of motion to compensate for the awkwardness of Japanese limited animation. 
Japanese animation also had many finely detailed characters, which the automatic 
inbetweening system could not reproduce, increasing the need for manual correction 
work.（23） For these reasons, JCGL decided to change course, moving away from CG, as a 
substitute for hand-drawn animation, to 3DCG, which could create effects that were 
impossible to achieve with hand-drawn animation.（24）
　Starting in the latter half of 1982, JCGL created TV commercials and programme titles, 
architectural-simulation images, and images for the Tsukuba Science Expo using 3DCG. 
In 1984, JCGL tried its hand at mixing 3DCG with the cel animation produced by 
Madhouse for the animated feature film, “SF Shin-Seiki Lensman” （Lensman: Secret of 
The Lens）.（25） In 1985, JCGL introduced Cranston/Csuri Production’s 3DCG software for 
more advanced visual expression; this became “JCGL System 2”. At the same time, it 
strengthened its production department by introducing an internally developed painting 
system, which became “JCGL System 3”.（26） In this way, JCGL pioneered the introduction 
of digital technology into animation and pursued expression of 3DCG; ultimately, the 
（22） However, the computer of the time, the VAX-11/780, was so expensive that it was cheaper to colour the 
cels manually. At that point, the company returned to produce this work using cels. Masayuki Nakajima, 
“Anime to Kompyuta” （Animation and computer）, Information Processing Society of Japan Magazine, vol. 
39, no. 7, 1998, p. 614.
（23） As for the TWEEN used in “Kojika Monogatari”, it has been pointed out that it was not well suited to the 
slow and deliberate motion of the characters in the Japanese animation, as compared to the more cartoon-
like motion of the American animation. In addition, as this is a juvenile literature, there is a lot of 
emotional description, which did not match the mechanical inbetweening. Masaaki Taira, “3DCG no mirai: 
CG anime to medeia rireshon, vol. 40” （The future of 3DCG: CG animation and media relations, vol. 40）, 
2021, https://www.toei-anim.co.jp/sp/ee_cgmovie/interview/040.html （accessed 12 September 2021）.
（24） Oguchi, op. cit., p. 190; In addition, the work is done on a workstation screen in computer animation, 
whereas in hand-drawn animation, inbetweens were drawn on paper, traced onto cels and coloured. The 
colours and textures were therefore very different from those of the cels, making it difficult for animators 
to grasp them. Toshihiro Komma, “Kompyuta animeshon no genjo to sono mondaiten: JCGL deno keiken 
to deta ni motozuita hando animeshon tono hikaku” （Computer animation in JCGL）, Bulletin of Japanese 
Society for the Science of Design, vol. 52, 1985, p. 89.
（25） Takayuki Oguchi of JCGL experimented with toon shading （also known as cel shading） in the pilot version 
of this film. Toon shading is a non-photorealistic expression technique that produces the cel-shaded texture 
of hand-drawn animation. Although this work was rejected at the test stage, toon shading, which is full CG 
animation with contour lines, is now considered a uniquely Japanese CG expression. The first commercial 
film to use toon shading is said to have been “The Lion King” （1994）, which featured one cut of a large 
herd of gnus, but Disney did not use toon shading after that. Takayuki Oguchi, “Nihon ni furu CG anime ha 
nezuku noka? Shikisha ni kiku wasei 3DCG animeshon no mirai, vol. 3” （Will full CG animation take root in 
Japan?: An interview with an expert on the future of Japanese 3DCG animation, vol. 3）, 2012, http://www.
toei-anim.co.jp/sp/ee_cgmovie/interview/003.html （accessed 12 September 2021）.
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company was unable to overcome the generational changes in CG production and the 
problem of productivity; it was dissolved in 1988. Many JCGL staff members moved to the 
game manufacturer Namco, where they helped to develop 3D versions of the company’s 
theme park attractions and game software. Namco produced some highly successful 
people, who would later play an active role in developing the 3DCG industry in Japan.（27）
2.2. Animation production using 3DCG technology by Toyo Links 
　Alongside JCGL, the first dedicated CG production company in Japan, Toyo Links was 
also an important player in the early days of CG animation in Japan. Film producer 
Mataichiro Yamamoto launched Toyo Links when he began planned production, using a 
new graphics processor that was being researched and developed at the time. The 
company was established in 1982 as a joint venture between Filmlink International and 
Toyo Labo. The graphics processor was the LINKS-1 system, developed by Koichi Omura 
and his colleagues at the Osaka University Department of Electronic Engineering; the 
system used ray tracing to generate images via parallel processing. LINKS-1 made it 
possible to calculate ray tracing at a practical speed, becoming the first production 
company in the world to specialise in ray tracing, using this system.（28） The 3DCG 
generation system of LINKS-1 uses ray tracing to enable a wide variety of expressions. 
The following are some of the typical examples: （1） Many kinds of primitives are 
available, which can be freely combined to create the shape of an object; （2） The ability 
to use 17 million colours to create subtle surface textures; （3） Multiple lights can be used 
by combining colour, direction, position and luminosity; （4） The position and angle of the 
camera can be freely set and the angle of view can be changed and （5） Objects can be 
freely arranged and easily manipulated. In the field of animation, Toyo Links created the 
title sequence and helicopter attack scene in the 1983 animated feature “Golgo 13” using 
（26） “JCGL system 2” is based on the rendering software by scanline algorithm and the animation software 
using IMI-500. It can express reflection and refraction similar to ray tracing, and its speed in rendering is 
almost the same as ordinary rendering model. Moreover, by mapping 2D images made by “JCGL system 
3”, or patterns by video input, almost an unlimited material feeling can be obtained. Koichi Omura, 
Yoichiro Kawaguchi and Noji Suma, CG in JAPAN: Kompyuta gurafuikkusu no saizensen （CG in Japan: 
The forefront of computer graphics）, Graphic-sha, 1985, p. 54.
（27） Oguchi, Kompyuta gurafuikkusu no rekishi, pp. 190-191; Masuda, op. cit., p. 24.
（28） In order to create high quality images with a high degree of realism, it is necessary to simulate all the 
optical phenomena of shadowing, transmission, refraction and reflection. Ray tracing fulfilled almost all of 
these requirements. It is a method of extracting three-dimensional information as a 2D image by tracing an 
object placed in space with a bunch of rays passing through each pixel on the screen to be represented. 
The number of rays is the same as the number of pixels, so that as the resolution of the image increases, so 
does the number of rays and computation. The fast parallel processing with LINKS-1 makes it possible to 
cope with such situations. Koichi Omura, “Kompyuta gurafuikkusu shisutemu LINKS-1 ni tsuite” （Computer 
graphics system LINKS-1）, Systems and Control, vol. 30, no. 4, 1986, p. 25; Koji Ichihashi, “LINKS- 1 
shisutemu ni yoru CG eizo” （CG images with LINKS-1 system）, FUJITSU, vol. 36, no. 2, 1985, p. 168.
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CG. The company also created “The Universe” （We are born of stars）, the world’s first 
OMNIMAX 3D film, for the Fujitsu Pavilion at the Tsukuba Science Expo in 1985. This 
work was a co-production between Fujitsu, Dentsu, and IMAX and the first 3D movie for 
a whole sky screen in the world, produced using LINKS-1.（29）
　Although LINKS-1 helped to produce ground-breaking 3DCG images, hardware changes 
were needed to strengthen its computing power, and there were limits to how fast this 
could occur. The LINKS-1 had about 10 times the processing power of the VAX-11/780, but 
even with this system it took 10 to 30 minutes to produce a single NTSC-quality image 
with 525 scanning lines. This meant that a production of a 15-second commercial film 
required two to four days on the LINKS system, and including the retakes requested by 
the client, a single production required approximately one month on this system. In addition, 
the production of HD films with 1,125 scanning lines and cinefilm with more than 4,000 
resolutions required an even greater amount of work. As a consequence of this background, 
it was inevitable that a faster computer would be required, but if a supercomputer such as 
the CRAY2 was used, the cost of leasing and maintenance would greatly exceed the CF 
production budget, and even if it was not, the vectorisation of the accumulated rendering 
software would be a considerable burden. To overcome these problems and significantly 
improve the production capabilities of ray tracing, Toyo Links developed a new system, 
LINKS-2, in 1987. The new system had a highly flexible configuration and could process 
calculations and communications in parallel. In April 1987, Toyo Links integrated the ACME 
system, IMAGICA’s internal CG department, and established a production system using 
scanline algorithms.（30） It also developed a range of 3DCG software, including “Personal 
LINKS” which enabled advanced CG production on NEC’s PC-9801 and helped to popularise 
CG. In 1988, Toyo Links became the Links Corporation; in 2000, it merged with IMAGICA’s 
motion-capture division, Sakuratei Studio, to form Links Digi Works. Along the way, this 
company sent as many people to the Japanese CG industry as JCGL.（31）
（29） Oguchi, op. cit., pp. 192-193; Masuda, op. cit., pp. 24-25; Hiroshi Yoshimura, Takashi Fukumoto, Akira Yoshida 
and Hiroyuki Hayashi, “CG senyo shisutemu LINKS-1 ni yoru eizo seisaku” （Image production using a 
dedicated CG system LINKS-1: Toyo Links）, PIXEL, vol. 26, 1984, pp. 74-75.
（30） The ACME system used a scanline algorithm with software called MOVIE.BYU to produce the images. A 3D 
rendering system using Z-buffer algorithm and ray tracing was also used, all three systems running on a 
VAX-11/780 . Kinji Odaka, Masayuki Ota, Masanori Ihara, Masanori Hoshino, Toshio Tsukada and Tetsuzo 
Tokunaga, “Kompyuta gurafuikkusu ni yoru tokushu koka: CG shisutemu to mapping ni yoru seisaku shuho, 
ACME system” （Special-effect aided by computer graphics）, PIXEL, vol. 36, 1985, pp. 117-119; CGWORLD.jp, 
“ACADEMIC meets INDUSTRY: Wakayama daigaku shisutemu kougaku bu shisutemu kougaku ka shikaku 
medeia kenkyu shitsu” （Academic meets industry: Wakayama University Faculty of Systems Engineering）, 
2020, https://cgworld.jp/regular/202005-ami-11.html （accessed 14 September 2021）.
（31） Toshiyuki Kawai, Shinichi Yamashita, Hiroshi Ohno, Hiroshi Yoshimura, Hitoshi Nishimura, Shinji Shimojo, 
Hideo Miyahara, and Koichi Omura, “Heiretsu gazo seisei shisutemu LINKS-2 no akitekucha” （Architecture of 
LINKS-2, a parallel image generation system）, Transactions of the Information Processing Society of Japan, 
vol. 29, no. 8, 1988, p. 730, 738; Oguchi, op. cit., p. 193; Masao Takakuwa and Hiroshi Yoshimura, 
“G-PROCESSOR LINKS-2”, PIXEL, vol. 50, 1986, p. 130.
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Conclusion
　This article has focused on computers and digital technologies in the Japanese animation 
industry, reviewing how they were introduced by Toei Animation, JCGL, and Toyo Links. 
As for the motivation of these companies to introduce digital technology into animation 
production, the first reason was that they wanted to save labour and reduce costs by using 
computers to support the production process, which was very time-consuming and labour-
intensive. Toei Animation, in particular, was experiencing financial difficulties and labour 
disputes in 1970s. The rationalisation through digital technology was seen as a way to 
rebuild the company. During this time, which could be called the second animation boom, 
the company needed to respond to the rapid increase in animation productions. Although 
Toei Animation experienced twists and turns when it introduced digital technology, the 
company finally solved cost problems by running RETAS! PRO on commercial PCs. From 
the latter half of the 1990s onwards, Toei Animation promoted full-scale digitalisation. 
　As for JCGL, at the time of its establishment, it aimed to streamline of the production 
process and improve the quality of TV animation. When the company failed to reach an 
agreement on costs, it decided to change its policy and pursue digital technology as new 
artistic expression. This was the second motivation for introducing digital technology into 
animation production. Toyo Links, in a similar vein, considered the introduction of a 
system for producing 3DCG images from the beginning, so that the digital technology 
was oriented towards new expression. However, although Toyo Links used 3DCG for TV 
commercials, TV programme pilots, and exhibition images, it was hard to argue that 
3DCG was well-suited to the Japanese animation industry; overall, 3DCG was rarely used 
to produce animation because of the large number of TV animation productions, limited 
costs of these productions, and consumer preferences.（32） 
（32） According to Hiroyuki Seshimo, who worked at Toyo Links in the 1990s, “CG was still a rarity, and it was the 
status quo for cutting-edge companies to use CG for their CI in commercials. It was a time when it was 
considered standard to spend about a million yen to make a one-second commercial. It was mainly the 
commercial clients who could afford such a budget. So, it was an impossible dream to produce a long story 
animation in CG”. Hiroyuki Seshita, “3DCG no yoake: Nihon no furu CG anime no mirai wo saguru, vol. 26” 
（The Dawn of 3DCG: Exploring the future of full CG animation in Japan, vol. 26）, 2016, https://www.toei-anim.
co.jp/sp/ee_cgmovie/interview/026.html （accessed 12 September 2021）. As others have noted, there were 
differences in budget scale and project duration in Japan when compared to the US. In Japan, many TV and 
OVA productions had to be produced on limited budgets in a short period of time. The know-how accumulated 
through the process of hand-drawing cel animation has become a major feature of the industry, making it 
different from CG animation in the US. Masashi Hara, “Gurobaru kyoso jidai ni okeru nihon no dejitaru 
kontentsu sangyo shuseki no kyoso yui to inobesyon no hokosei: SD gandamu fuosu purojiekuto wo jirei ni” 
（Competitive advantage and innovation of digital content industrial clusters in Japan in global competition era: 
A case for “SD GUNDAMFORCE” project）, Annals of the Association of Economic Geographers, vol. 51, 2005, 
p. 78. For more information on the acceptance of 3DCG images in Japan, see Masami Sano, “3DCG shiyoho no 
chigai ni kiin suru anime to hi anime no kyokaisen no kosatsu” （Consideration of the borderline between 
animation and non-animation due to differences in 3DCG usage）, Studies in media and culture, no. 4, 2008.
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　When assessing what digital technology has brought to each animation production, it is 
worth mentioning “labour saving” and “new expression”. As discussed above, digital 
technology has had a great impact on the process of animation production in terms of 
labour savings; today, animation production is no longer possible without digital technology. 
On the other hand, new expressions using 3DCG are limited; only in recent years have full 
3DCG animations appeared on TV and film.（33） Compared to the digitalisation that followed 
the finishing process, 3DCG was a radical innovation, requiring changes to the organisation, 
production systems, and skills that were completely different from those required for 
hand-drawn work; even today, 3DCG is not widely adopted. However, in the process of 
introducing 3DCG to the Japanese animation production scene, a hybrid style combining 
traditional hand-drawn animation with 3DCG was created. This particular style, which 
combines key animation drawn with analogue techniques with 3DCG in the background 
art, has become commonplace in Japanese animation production.（34）
　As previously mentioned, computer and digital technology have been introduced to 
the Japanese animation industry in a step-by-step manner. This article mainly examined 
the relatively large companies that were early adopters of new systems and technologies, 
such as Toei Animation, JCGL and Toyo Links. However, there are other companies 
that, although smaller in scale than these three, have had a significant impact on the 
later Japanese animation and CG industries; for example, SEDIC, which was founded at 
the same time as JCGL and Toyo Links and produced short films such as “MIROKU-
Maitreya” （1984）, and SHIROGUMI, which was founded in 1974 as a studio specialising 
in animation and special effects and started operating a CG system in 1983. By including 
the analysis of these companies in future research, it will be possible to understand in 
more detail the process of the introduction of digital technology in the Japanese 
animation industry and its impact on animation production and works. In addition, as 
this paper focused on the “technology” used to support animation and CG production, 
there was limited discussion of the “consumers” who accept works produced using such 
technology. The relationship between demand and technology is also an area for future 
study, as changes in consumer preferences and demand are likely to have a significant 
impact on the motivations of companies to adopt technology.
（33） For studies of 3DCG animation in the Japanese market, see Koichi Noguchi, “Nihon shijo ni okeru CG 
animeshon no genjo: Rakuen tsuiho: Expelled from Paradise wo chushin ni” （Present situation of CGI 
animation in the Japanese market: A case study of Rakuen Tsuiho: Expelled from Paradise）, The Japanese 
Journal of Animation Studies, vol. 18, no. 1, 2016; Atsushi Matsumoto, “Anime no seisaku purosesu to 
bijinesu kozo wo henka saseru 3D gijutsu: Aoki hagane no arupejio: arusu nova, Seikai suru kado, Kemono 
furenzu ga shimeshita 3tsuno hokosei” （3D technologies that will bring about changes to the production 
processes and business structures of animation: Findings from Arpeggio of Blue Steel, Kado: The Right 
Answer and Kemono Friends）, The Japanese Journal of Animation Studies, vol. 19, no. 2, 2018.
（34） Ichikoji, op. cit., p. 358, 372.
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Abstract
　This article examines why computer and digital technology were introduced in 
Japanese animation industry, and how these new technologies changed animation 
production. The use of computer and digital technology in the animation industry began 
in the 1970s with the question of whether it was possible to streamline the time-
consuming and labour-intensive process with help from computers. This paper explores 
the process of technological development, focusing on three companies that actively 
attempted to introduce computer and digital technology from an early stage: Toei 
Animation, JCGL, and Toyo Links. As for the motivation of these companies to 
introduce computer and digital technology into animation production, the first reason 
was that they wanted to save labour and reduce costs. Toei Animation, in particular, 
succeeded in computer-aided animation production and digitalising the production 
process by using 2DCG technology. JCGL and Toyo Links, on the other hand, used 
3DCG technology to pursue new artistic expression, which is the second motivation. 
This study suggests that computer and digital technology have brought “labour saving” 
and “new expression” to animation production.
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認知・予測を行う傾向があるということを示しており（Camerer and Malmendier, 2007; 
Kim et al., 2016 など），心理学において “Miscalibration” として測定される概念から派生
したものである（Fischhoff et al., 1977）。企業経営者はその選定プロセスなどに起因し潜








































究で指摘されている（Hsieh et al., 2014; Schrand and Zechman, 2012; Ahmed and Duellman, 
2013）。
　例えば，Hsieh et al.（2014）は，自信過剰の傾向にある経営者は，SOX 法（Sarbanes 
Oxley Act of 2002）の施行後にもなお利益調整にかかわる裁量的行動に従事する傾向に











て説明がなされている（Malmendier and Tate, 2005）。これに対し，伝統的には，情報の非対称性（Myers 
and Majluf, 1984）による資金調達コストの観点からの説明がなされてきた。これらの関係性および詳細につ
いては，第 3 節で整理する。
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（5） なお，会計保守主義に関しては 2018 年改訂時には慎重性（prudence）として再び言及されたが，そこでは
不確実な状況下で判断を下す際の注意の行使，すなわち注意深さとしての慎重性（cautious prudence）と定
義されており（IASB, 2018 par.2.16），いわゆる「費用は早めに認識し，収益は遅めに認識すべき」（Hendriksen, 








勢（Libby and Rennekamp, 2012; Hribar and Yang, 2016）や，公表数値の楽観性や誤差

























る事象の結果を過大評価する傾向（Camerer and Malmendier, 2007）」を指すものとして
議論を進める（7）。
　自信過剰の概念はもともと，人間の普遍的な性質の一つとして 1960 年代から心理学の
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領域で研究がすすめられてきた。そこでは特に，一般常識について質問された被験者の実
際の正解率よりも，被験者が予想する自らの正解率の方が高くなる傾向（Miscalibration）
として自信過剰をとらえるものであり（Oskamp, 1965; Fischhoff et al., 1977），具体的・
操作的な定義と言える。
　一方で，具体的・操作的定義である Miscalibration としての自信過剰ではなく，より抽
象的に，人間が普遍的に陥りがちなある種の Positive Illusion としての自信過剰に着目し
た研究も見られる。Skala（2008）の整理によれば，抽象的な意味での自信過剰について
は例えば，平均以上効果（better-than-average-effect，自らを平均的な他者よりも優れて
いると考える傾向 ; Svenson, 1981），自己奉仕バイアス（self-serving bias，自らの成功は
自分のおかげ，失敗は環境や運のせいであり自分のせいではないと考える傾向 ; Miller 
and Ross, 1975; Taylor and Brown, 1988; Alicke et al., 1995），確証バイアス（confirmation 
bias，自らの信念や仮説に沿う証拠のみに注目し，矛盾する証拠を無視する傾向 ; 
Fischhoff et al., 1980），非現実的楽観主義（unrealistic optimism，将来の出来事を評価す
る際に，過度に楽観的に評価してしまう傾向 ; Weinstein, 1980），支配の錯覚（illusion of 
control，実際には偶然に生じる出来事に対してもコントロールできると考える傾向 ; 
Langer, 1975; Taylor and Brown, 1988; Presson and Benassi, 1996）などがしばしば言及
されるとしており，多くの人が陥りやすいこれらの心理的傾向を総じて Positive Illusion
としての自信過剰と呼称している。近年行動経済学や行動ファイナンスの分野で注目され





るものであり（Blavatskyy, 2009; Puri and Lobinson, 2007 など），自信過剰な経営者は，
投資プロジェクトから得られる将来キャッシュ・フローを過大評価する傾向にあるととも
に，良好なパフォーマンスをもたらす自身の能力を過大評価する傾向にある（Heaton, 
2002; Malmendier and Tate, 2005, 2008; Malmendier et al., 2011; Kim et al., 2016）。その
結果，客観的には負の正味現在価値である投資プロジェクトを価値創造的であると見誤る
ことや，自身が取り組むプロジェクトに対する負のフィードバックを合理的に処理するこ
とができない場合が生じることとなる（Taylor and Brown, 1988; Taylor and Gollwitzer, 





























にある（Malmendier and Tate, 2005）。そのため，経営者がリスク回避的であることを前
提とすれば，彼らは条件を満たした際に早期のオプション行使を行うことが予想される
（Lambert et al., 1991; Meulbroek, 2001; Hall and Murphy, 2000; 2002）。
　しかしながら，自信過剰な経営者は自社の将来業績に対する期待が平均的なそれよりも
大きく，株価が上昇し続けると考える傾向にあるとされる（Malmendier and Tate, 
2005）。ここから，自信過剰の程度を測定する代理変数として，株式オプションを長期的
に保有する傾向や，自社株を過度に保有する傾向が用いられることとなっている
（Malmendier and Tate, 2005 , 2008 ; Galasso and Simcoe, 2011 ; Hirshleifer et al., 2012 ; 


















　また，Kaplan et al. （2021）は，当該代理変数が経営者の自信過剰だけでなく，経営者
の能力やストックオプションに関するガバナンス体制も代理している可能性を指摘し，当











　具体的には次の通りである。過剰投資は，前述の Malmendier and Tate（2005）にお
ける実証，及び Ben-David et al. （2007）における理論的考察を通じて，経営者の自信過
剰との関係性が実証されたものである。M&A 支出は，Malmendier and Tate（2008）に
おいて，①で挙げた代理変数との関係性が実証された従属変数を用いたものである。負債
比率の高さについては，内部資金を偏重し，次いで負債を過度に利用し，最後に株式の発
行を考えるという，ペッキング・オーダー理論（Myers, 1984; Myers and Majluf, 1984）
に近い資金調達選好を自信過剰な経営者が有するという Heaton（2002），Hackbarth
（2008）の予測（9），及び Ben-David et al. （2007），Malmendier et al. （2011）の発見事項
に基づいて設定されている。転換社債及び優先株式の利用は，ハイリスクないし長期の負
債の利用を代理する変数として，Ben-David et al. （2007）で予測されるものとされてい
る（10）。最後に，配当性向については，自信過剰な経営者は予想される投資機会に向けた





（10） ただし，Ben-David et al.（2007）は「将来のキャッシュ・フローが安全であると認識している場合，経営者
はより長い債務の満期を約束することを厭わない可能性がある」とした上で，自信過剰な経営者は満期が一
年以上の長期負債の利用率が高いことを示しているだけであり，リスクの高い負債の利用や，転換社債・優



































経営者の自信過剰との関係について明らかにした Hilary and Hsu（2011）や Hribar and 
Yang （2010; 2016），Libby and Rannekanp （2012）などと整合的であり，特に経営者業
績予想が実質的に強制開示となっている日本企業をサンプルとした研究において有用な自














基づき測定する試みもなされている。たとえば Malmendier and Tate （2008）では，経済
雑誌等での経営者の「自信」に関する言及度合いやインタビュー等の記述内容に基づき，
代理変数が作成されている。同様に，Hriber and Yang（2010），Hirshleifer et al.（2012），
Ferris et al.（2013）も，Malmendier and Tate （2008）と同様の手法で外部メディアでの
評価から経営者の自信過剰の程度を測定している。Vivian and Xu（2018）は，英国年次









る。こうした研究としては Park and Kim（2009）と Oliver and Mefteh（2010）が挙げ
られ，これらはそれぞれ，韓国企業における景況感指数（Business Survey Index: BSI）






































る資金調達に対して顕著であるとされる（Heaton, 2002; Ishikawa and Takahashi, 2010）。
　さらに過剰投資の側面に関しては，経営者が自信過剰である場合には M&A を行う可
能性が高くなり，それに際して過剰なプレミアムを払う傾向があるとともに（Malmendier 
and Tate, 2008），経営者の自信過剰が発揮された状態で行われた M&A は失敗に終わる
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かった評価を行い，積極的にこれを実行する傾向がある。結果として，イノベーティブな
























えるという資金調達の選好に関しては，ペッキング・オーダー理論（Myers, 1984; Myers 
and Majluf, 1984）の予測と概ね整合的であると解釈できる。一方，このような自社の将
来キャッシュ・フローに対して自信過剰な経営者を想定したタイプの他に，自社のリスク
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いる。また，自らの予測値への自信の高さから，予測幅（レンジ）が小さくなることが観
察されている（Hriber and Yang, 2010）。一方で，開示された業績予想は自信過剰バイア
スにもとづく楽観的な予測であるため，予測精度が低下し，予測値の未達の可能性が高く












関係（負の関係）にあることが報告されている（Ahmed and Duellman, 2013; Hwang et 
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製品の画像から触り心地や頑丈さを確かめようとする。近年，物販系分野の E コマース



































































































































番はランダマイズされた。調査参加者は Yahoo! クラウドソーシングで採用した 100 名（男











違いが生じるかを検証した。1 要因 2 水準（ぬくもりを感じさせる素材，感じにくい素材）
―217―
西井真祐子：製品のぬくもり知覚が消費者判断に及ぼす影響
の被験者間要因計画で行われた。対象者は，Yahoo! クラウドソーシングで募集した 20 〜




















および鉢植えのそれぞれにおいて t 検定を行った（図 2 参照）。その結果，ぬくもりを感
じられる素材である木製の箸の方が，金属製の箸よりも購買意向は高かった（M wood＝2.99，
図 2　t 検定の結果（購買意向）
注記：エラーバーは標準誤差を表す。＊＊は 1％水準，＊は 5％水準，†は 10％水準での有意を示している。
―218―






2007）。木製の製品を 1,金属製の製品を 0 とダミー変数に置き換えた。SPSSPROCESS
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て調整されることが確認された。したがって，仮説 2 は支持された。
図 6　調整媒介分析の結果（鉢植え製品）
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　SBISL は，2017 年以降，テクノシステム（以下，「T 社」）の事業に関して多数のファ
ンド（以下，「T 社関連ファンド」）を組成・募集していたが，2021 年 2 月 5 日に同ファ
ンドの事業運営に重大な懸案事項が生じている可能性があると発表した。その調査のため
に設置された第三者委員会は 4 月 28 日に調査報告書を提出し，虚偽表示を含む金融商品
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負う。具体的には，第二種金融商品取引業の登録を行った上で，金融商品取引法（以下，
「金商法」）の以下の規制に従わなければならない。
　①業務を適確に遂行するための業務管理体制を整備する義務（金商法第 35 条の 3）
　②顧客に対して誠実かつ公正に業務を遂行する義務（金商法第 36 条第 1 項）
　③投資家の保護に欠け，取引の公正を害し，又は金融商品取引業の信用を失墜させる行
為の禁止（金商法第 38 条第 9 号）
　このうち③の禁止行為について，「金融商品取引業等に関する内閣府令」の第 117 条第































ていた」（日経ビジネス 2021 年 6 月 14 日号 13 頁）。
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　・maneo マーケット（2018 年 7 月に業務改善命令）　後述
　・エーアイトラスト（2018 年 12 月に業務停止命令・業務改善命令）　実在しない「原
発事故被災地の除染事業」及び「東京オリンピック関係の長距離無線通信に係る商用
サービス事業」についてファンドを募集した。








　以下では，2018 年に当時最大手の maneo マーケット（以下，子会社の maneo も含め
て「MM 社」と総称）で発生した金商法違反事件について解説する。
　MM 社は自らソーシャルレンディング事業を行うだけでなく，他の事業者が組成した
ファンドを募集するプラットフォーム事業も営んでいた。その一つとして，2016 年 10 月
から取り扱っていたグリーンインフラレンディング（以下，「GIL 社」）のファンドは，





は，調達した資金の大半が GIL 社の親会社である JC サービスに貸付けられていた。JC
サービスでは，借入金と自己資金を区分せずに 1 つの口座で入出金していた上に，出資対
象とは異なる事業に支出している事例が多数認められた。
















　SBISL は 2008 年に設立されたソーシャルレンディング事業者で，SBI グループが株式






2017 年 3 月末の 8,328 人から 2020 年 3 月末には 51,539 人に急増している（表 1 参照）。
貸付総額の近似値である「匿名組合出資預り金」（8）も，同じ期間に 120 億円から 469 億円
に急増し，経常利益・当期純利益も順調に伸びていた（表 2 参照）。
　成長の理由として，第 1 に，前述のように 2018 年に MM 社が行政処分を受けるなど業
界で不祥事が続発する中，同社は SBI グループということで投資家の信頼を集めたこと
	 表 2　SBISL の経営指標 （単位：千円）
2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度
匿名組合出資預り金 3,138,190 5,196,633 12,082,139 22,530,951 36,599,488 46,948,749
前年比成長率 65.6% 132.5% 86.5% 62.4% 28.3%
経常利益 N.A. N.A. N.A. 1,039,586 1,756,697 2,581,104
匿名組合分配額 N.A. N.A. N.A. 861,287 1,521,432 2,388,118











会員サイト登録者数（人） 8,328 16,959 33,061 51,539
前年比成長率 103.6% 94.9% 55.9%
（調査報告書に基づき筆者作成）
（6） 日経ビジネス 2021 年 6 月 14 日号 13 頁
（7） 週刊ダイヤモンド 2021 年 3 月 27 日号 73 頁
（8） 匿名組合出資預り金から貸付け未実行分を除いた数値が貸付総額となる。
―232―
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いた名目利回りが 5～8％），不動産担保型が 5～6％程度（前同 3～4％）であった。この利
回りの差はデフォルトのリスクに対応しており，オーダーメード型の方が高リスクである。







　2017 年に 34 本，2018 年に 53 本，2019 年に 39 本，2020 年に 41 本のオーダーメード型
が組成された。2021 年 3 月末時点の貸付残高 397 億円のうちオーダーメード型は 351 億




ンド」の 3 類型が中心であった（表 4 参照）。




オーダーメイド型 131,803 77.8% 35,131 88.4%
不動産担保型 36,485 21.6% 4,628 11.6%
その他 1,038 0.6% 0 0.0%
合計 169,326 100.0% 39,759 100.0%
（調査報告書 11 頁）
（9）「ソーシャルレンディングの運営会社には新興企業が多い中，投資家は「SBIHD の子会社」というネームバ





























表 4　オーダーメイド型の構成（2021 年 3月末時点）
ファンドの種類 貸付残高（百万円） 割合
SBISL メガソーラーブリッジローンファンド 11,947 34.0%
SBISL 不動産ディベロッパーズローンファンド 11,083 31.5%
SBISL バイオマスブリッジローンファンド 7,133 20.3%
























　SBISL が 2017 年 9 月から 2018 年 4 月にかけて募集した，オーダーメード型の「不動
産バイヤーズローンファンド」の 16～22 号（いずれも貸付金利 7.5％・名目利回り 6.5％）
に関して 2018 年 7 月に延滞が発生した。このファンドは，不動産を担保として不動産事
業者の「トウキョウ運河」に貸付けを行うものであり，貸付金は転売用不動産の取得に使
用されるとの表示であった。SBISL では，債権回収会社（サービサー）への債権譲渡や






は明らかでなかったが，「（S 氏は，）1995 年に風営法違反で逮捕され，1998 年にも旧住専
から約 16 億円を詐取した疑いで逮捕された経歴を持つなど，銀行の融資先としては疑問
符が付く人物であった」（樋口（2020），283 頁）とされる。
　表 2 のとおり，SBISL の貸付総額の近似値である「匿名組合出資預り金」は 2018 年 3
月末時点で 22,530 百万円であった。トウキョウ運河への貸付総額 3,189 百万円はその
14.2％に相当し，念入りに審査すべき貸付先であった。上記の S 氏の経歴については，ネッ
ト検索により簡単に把握可能だったことを勘案すると，SBISL の審査に何らかの問題が





　2016 年 3 月，SBISL は独立系不動産投資顧問業の G 社（福岡市所在）と業務提携に関
する覚書を締結した。同 6 月以降，SBISL は G 社のグループ会社の GA（10）社と協業して，
一連の環境関連ファンド（「かけはしシリーズ」と呼称）を手掛けた。
　X 氏が社長を務める T 社は，2009 年に設立されたベンチャー企業である。当初は海水
用淡水化装置や業務用調理機器の開発販売を手掛けていたが，2012 年頃に太陽光発電事
業に参入した（11）。SBISL は 2017 年 1 月に GA 社から T 社を紹介され，同 5 月の「SBISL
バイオマスブリッジローンファンド 1 号」を皮切りに，T 社関連ファンドを続々と組成した。
　2020 年 10 月までに計 39 本の T 社関連ファンドが募集され，貸付総額は 383 億円に達
した（表 5 参照）。SBISL の貸付残高中の T 社関連ファンドの割合は，2018 年 3 月時点
で 32.1％，2019 年 3 月時点で 43.8％，2020 年 3 月時点で同じく 43.8％と大きな比重を占






2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 計
新規ファンド 4 本 19 本 10 本 6 本 39 本
貸付額計（千円） 3,373,900 16,056,300 9,860,550 9,104,300 38,395,050
返済ファンド 0 本 5 本 6 本 14 本 25 本
返済額計（千円） 0 －5,371,850 －4,825,200 －11,164,250 －21,361,300
貸付残額（千円） 3,373,900 14,058,350 19,093,700 17,033,750
（筆者作成）
	 表 6　T社の経営指標 （単位：百万円）
2016 年 11 月期 2017 年 11 月期 2018 年 11 月期 2019 年 11 月期
売上高 10,532 11,658 16,001 16,139
当期利益 580 566 407 386
（信用情報資料に基づき筆者作成）
（10）GA 社は 2016 年 3 月に設立（G 社が同社株式の 75％を保有）され，再生可能エネルギー発電事業に関する経
営コンサルティングを業務としている。2019 年 9 月期の売上高は 750 百万円，利益は 52 百万円であった。
なお，GA 社は本事件発覚直後の 2021 年 3 月に社名を変更している。
（11）「再生可能エネルギーの発電事業は，2012 年度に電力を長期間，固定価格で買い取る制度が始まったことを
契機に参入業者が急増した」（日本経済新聞電子版 2021 年 5 月 28 日記事「太陽光発電，設備購入偽り融資
金詐取」）とされ，T 社も同様だったと推察される。
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資金の調達が容易になると考えていたとのことである。
4.1　ファンドの類型と使途違反の状況
　T 社関連ファンドは，以下の 3 類型に大別される。
　① SBISL バイオマスブリッジローンファンド（以下，「BIO ファンド」）　対象はバイオ
マス発電事業。2017 年 5 月～2018 年 10 月に計 6 本の BIO ファンドを募集，貸付実
行額計 74 億円。
　② SBISL メガソーラーブリッジローンファンド（以下，「MS ファンド」）　対象は太陽
光発電事業。2017 年 10 月～2020 年 10 月に計 17 本の MS ファンドを募集，貸付実
行額計 179 億円。
　③ SBISL 不動産ディベロッパーズローンファンド（以下，「D ファンド」）　対象は不動




た。しかし，これらの SPC は T 社が運営するペーパーカンパニーであり，T 社の親会社
の XHD 社（12）が債務を連帯保証している上に，貸付金額の過半は当該事業の工事請負代金
として T 社に支払われるなど，その実質は T 社に対する貸付であった。T 社関連ファン
ドのうち，第三者委員会がファンドの組成・管理に問題ありと認定したものは，MS ファ
ンド 10 本と D ファンド 10 本（13）の計 20 本である（表 7 参照）。
　問題のファンド 20 本のいずれも，資金の一部の使途が投資家への説明と異なっていた。
貸付総額 20,728 百万円のうち使途違反額の合計は 12,927 百万円（全体の 62.4％）に達した。
使途違反の態様としては，以下の 3 件に大別される。
　①他のファンドの SPC に利息支払金の原資として送金　519 百万円
　②他のファンドの SPC に返済金の原資として送金　4,396 百万円
　③その他　8,011 百万円
　太陽光発電事業では，事件発覚当時の現況は，いずれも工事未着工又は工事停止状態で




告書の作成時点では，計 4 本の D ファンド（熱海案件・宮古島案件）が未返済であり，
これらに対する貸付額は計 4,424 百万円であった。










　2018 年には，T 社関連ファンドが新規に 19 本（BIO ファンド 4 本，MS ファンド 6 本，
D ファンド 9 本）募集され，計 16,056 百万円を調達した。返済されたファンドは 5 本（BIO
ファンド 3 本，MS ファンド 2 本）で，計 5,371 百万円のキャッシュアウトとなった。
　工事請負代金は，工事の進捗度に応じて段階的（契約時・中間時・完成時・引渡時等）
に支払うことが一般的である。前述（4.1 参照）のとおり SPC は貸付額の過半を工事代金
として T 社に支払っていたが，その工事請負契約でも当初は T 社への送金が細かく分割























太陽光発電所案件 12,271,900	 7,163,942	 58.4%
MS17 号・
18 号・20 号
甲案件 1,678,850 501,513 29.9%
2018 年 11 月
～12 月




MS24 号 乙案件 855,200 522,581 61.1% 2019 年 11 月 7.0% 2019 年 11月
2020 年
6 月～9 月
2020 年 11 月
工事はほとんど進
捗していない模様
MS25 号 丙案件 909,900 672,681 73.9% 2019 年 12 月 7.0% 2019 年 12月 2020 年 10月 2020 年 12 月
工事はほとんど進
捗していない模様
MS26 号 丁案件 250,350 204,789 81.8% 2020 年 2 月 6.0% 2020 年 2 月 2020 年 8 月 2020 年 11 月
工事はほとんど進
捗していない模様
MS29 号 福島案件 1,096,450 752,430 68.6% 2020 年 7 月 7.0% 2020 年 10月
2021 年
4 月～6 月
2021 年 8 月 工事未着工
MS31 号 茨城案件 612,300 306,697 50.1% 2020 年 9 月 7.0% 2020 年 10月
2021 年
3 月～6 月
2021 年 9 月 工事未着工の模様
MS32 号 北斗案件 2,781,250 2,112,900 76.0% 2020 年 9 月 8.0% 2020 年 11月 2021年 10月 2022 年 6 月 工事未着工
MS33 号 水俣案件 4,087,600 2,090,351 51.1% 2020 年 10 月 8.0% 2020 年 10月 2021年 10月 2022 年 1 月 造成工事中に停止
不動産開発案件 8,456,150	 5,763,173	 68.2%
D9 号・
10 号・11 号
戊案件 1,428,950 543,044 38.0%
2018 年 11 月
～12 月
7.0%～0.0% 2019 年 7 月 2020 年 10月 2021 年 5 月
工事は大幅遅延
し，一部は停止
D12 号 己案件 399,900 243,544 60.9% 2019 年 2 月 7.0% 2019 年 8 月 2020 年 7 月 2021 年 3 月
大幅遅延したが
完成
D13 号 庚案件 576,350 339,208 58.9% 2019 年 3 月 7.0% 2019 年 11月 2020 年 10月 2021 年 3 月 工事未着工
D14 号 馬車道案件 1,626,000 1,097,770 67.5% 2019 年 5 月 7.0% 2019 年 12月 2021 年 2 月 2021 年 5 月 工事未着工
D16 号・18 号 熱海案件 3,035,150 2,250,310 74.1%
2019 年 7 月
～11 月
8.0% 2020 年 1 月 2021 年 3 月 2021 年 8 月 工事未着工
D17 号・20 号 宮古島案件 1,389,800 1,289,298 92.8%
2019 年 10月
～2020 年 5月
8.0% 2020 年 5 月 2021 年 6 月 2021 年 11 月 工事未着工
合計 20,728,050	 12,927,116	 62.4%
（調査報告書に基づき筆者作成）
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連ファンドの名目利回りはいずれも 7％であったが，BIO5 号（2018 年 10 月募集）が 8.5％，
BIO6 号（同 10 月募集）が 9％，MS17 号（同 11 月募集）が 8％，MS18 号・20 号（同
11 月～12 月募集）が 9％，D10 号・11 号（同 11 月～12 月募集）が 10％に上昇し，計 6,381
百万円を調達した。その後に以前と同じ 7％に戻っていることを勘案すると，この期間の
名目利回りの上昇は，緊急の資金需要が T 社に生じたためと推察される。ちなみに，
BIO4 号・5 号については，後述（4.2.3 参照）のとおり資金調達の目的で架空の案件を偽
装した可能性が高い。
　以上の諸点は，2018 年 10 月頃から T 社が資金繰りに窮していたことを示唆している。







れる。特に BIO3 号（2018 年 3 月募集，貸付額 1,998 百万円）は，返済予定が翌年 4 月だっ
たにもかかわらず，2018 年 9 月に繰り上げ返済がなされており，事業が中止になった可
能性がある。また，太陽光発電については，電力の買取価格が段階的に引き下げられたた
め（16），好条件のプロジェクトの権利を購入することが困難になっていた。
　ちなみに，2018 年 2 月に賃貸用マンション等（17）の不動産開発事業を対象とする D ファ





　2019 年には，T 社関連ファンドが新規に 10 本（MS ファンド 4 本，D ファンド 6 本）
募集され，計 9,860 百万円を調達した。返済されたファンドは 6 本（MS ファンド 5 本，
D ファンド 1 本）で，計 4,825 百万円のキャッシュアウトとなった。
　2018 年後半に募集した BIO ファンドや MS ファンドは運用期間が 2 年程度と長かった
上に，2019 年中も D ファンドを次々と募集したことから，同年の T 社の資金繰りは比較
的順調だったと推察される。ただし，T 社の 2019 年 11 月期決算では，買掛金・短期借入
金・前受金等の流動負債が計 20,173 百万円であったが，現預金・売掛金の当座資産は計
4,921 百万円にとどまり，事業売却が滞れば資金繰りが急激に悪化する状況であった。
（15）日本経済新聞電子版 2018 年 12 月 11 日記事「バイオマス発電 8 割動かず　林業人手不足，燃料輸入頼み」
（16）MS ファンドの対象となる「10kW～2,000kW」のカテゴリーについては，2012 年度の kWh 当たり 40 円から，
2017 年には同 21 円に買取価格が下落していた。
（17）D3 号・4 号・5 号・6 号・7 号・8 号については対象物件の種別が不明。その他は，リゾートホテルを対象と
した D16 号・18 号（熱海案件）以外，すべて賃貸用マンションである。
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いると推察されるプロジェクトも複数存在する。例えば，D4 号（筆者注：2020 年 4 月返済）
は，貸付額約 1,100 百万円に対し，売却により調達することができた資金は 635 百万円（約
465 百万円の返済資金不足）」（調査報告書 64 頁）とのことである。
4.2.3　2020 年の状況
　2020 年には，T 社関連ファンドが新規に 6 本（MS ファンド 5 本，D ファンド 1 本）募
集され，計 9,104 百万円を調達した。返済されたファンドは 14 本（BIO ファンド 3 本，
MS ファンド 6 本，D ファンド 5 本）で計 11,164 百万円のキャッシュアウトとなり，ファ
ンドの資金収支がネットでマイナスとなった。
　T 社の 2019 年 11 月期の長期借入金は 1,598 百万円であったが，2020 年 3 月期（18）には
3,442 百万円に増加しており，銀行からの借り入れを急増させている。しかしこの程度では，
次々と期限が到来するファンドの返済には不十分であった。
　2020 年 10 月までに BIO ファンド 3 本（計 3,678 百万円）及び D ファンド 5 本（計 3,791
百万円）が返済された。このキャッシュアウトを埋め合わせるため，新規のファンドとし
て，2020 年 7 月に MS29 号（福島案件），同 9 月に MS31 号（茨城案件）・MS32 号（北
斗案件），同 10 月に MS33 号（水俣案件）の 4 本を募集し，計 8,577 百万円を調達した。
なお，MS32 号と MS33 号の名目利回りは 8％に引き上げられており，2018 年秋と同様に
T 社が資金繰りに窮していたことが窺える。
　なお，MS32 号については，SPC が 2,781 百万円の貸付けを受けた翌日に，工事代金と
して T 社に 2,112 百万円が振り込まれ，さらに同日中に T 社から BIO4 号・5 号の SPC
に 1,511 百万円が送金されており，使途に違反して両ファンドの返済に充てられたことが
判明している。ちなみに，BIO4 号・5 号に対する貸付金は合計 1,499 百万円だったが，そ
れとほぼ同額の返済原資を必要としたというのは，当該事業の売却収入が皆無だったこと
を示している。両ファンドは資金集めを目的とした架空の事業であった可能性が高い。
　2020 年 11 月には MS ファンド 6 本（計 3,694 百万円）の返済が迫り，T 社は資金繰り
に行き詰った。11 月 12 日，MS17 号・18 号・20 号（甲案件），MS24 号（乙案件），
MS25 号（丙案件）及び MS26 号（丁案件）の返済について，T 社は SBISL に資金支援
を要請し，経営破綻が明らかとなった。
（18）T 社が決算期日を変更した事情は不明である。なお，興味深いことに，T 社は同時期に会計監査人を準大手
の太陽有限責任監査法人から K 監査法人に変更している。K 監査法人は，2020 年 8 月まで五洋インテック
ス（JASDAQ 上場）の会計監査人を務めていた。五洋インテックスは，かねてから仕手筋銘柄との噂があり，
2018 年には有価証券報告書の虚偽記載（太陽光パネル販売などの新規事業で，架空取引により売上を過大計
上した）により証券取引等監視委員会から課徴金納付命令を受け，2020 年 3 月には東証から特設注意市場銘
柄の指定を受けていた。
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4.2.4　小括
　T 社は 2017 年に SBISL でのファンド募集を開始したが，再生可能エネルギー事業を軌
道に乗せるだけの実力が無かった。やむなく不動産開発事業に参入したが，この分野でも
同様であった。資金繰りに苦しんだ T 社は，2018 年秋頃から少なくとも一部のファンド
で「ポンジ・スキーム」を開始したと推察される。






する計画だったとされる（19）。しかし，2020 年 11 月に多額のファンド返済に窮し，経営破
綻に至ったものである。T 社は民事再生法の適用を申請する予定で，負債額は約 150 億円
に達する見込みである。
　2021 年 5 月 27 日，東京地検特捜部は，太陽光発電事業とバイオマス発電事業の開発に
関して虚偽の書類を提出し，阿波銀行と富士宮信用金庫から約 11 億円を詐取したとの容
疑で，X 氏を含む T 社の幹部 3 人を逮捕した。報道によれば，同社にはメインバンクが
なく，取引金融機関の大半は地方金融機関であり，「（T 社の）関係者によると，発電事業
に詳しい専門家などが少ないとされる地方の金融機関を狙って融資を受けていた」（20）「取





　前述のとおり 2018 年後半には T 社の資金繰りが悪化していたが，SBISL では T 社関
連ファンドの審査や事業状況のモニタリングを懈怠していたため，その実態を把握するこ
とができなかった。さらに 2019 年末以降は，以下のとおり T 社の抱える問題が次第に顕
在化したが，SBISL では適切な対応を取らず，被害のさらなる拡大を招いた。
5.1　甲案件の開発遅延
　2019 年 12 月 19 日，甲案件（MS17 号・18 号・20 号）について，「T 社から，当初の想
定に含まれない土地を事業用地としたい旨の申告があったことを契機に，（SBISL では）同
（19）「「（X 氏は T 社の）上場で手に入れたお金で借金を返そうとしていたのでは」（銀行関係者）」（日経ビジネス
2021 年 6 月 14 日号 13 頁）。
（20）前出日本経済新聞電子版 2021 年 5 月 28 日記事
（21）BusinessJournal2021 年 3 月 3 日記事「SBI 子会社，重大な懸案事項…デフォルト危機の問題融資先は小泉




開発遅延の事情について T 社から十分な説明がなかったため，翌年 1 月 24 日に SBISL で
は，甲案件の問題が整理されるまで T 社の新規案件を受け付けないことを方針とした。





　4 月 6 日に T 社がようやく甲案件の説明資料を提出し，同 9 日に SBISL がヒアリング
を実施したが，疑問点は解消されなかった。ところが，このヒアリングの前日に SBISL
の O 社長は「弊社としては良質な案件は取り扱います」と T 社に連絡し，GA 社に対し
ても「T 社の新規案件を受け付ける」とのメールを送信していた（調査報告書 65 頁）。そ
の後も O 社長は，以下の内容のメールを T 社と GA 社に送信した。
　・（5 月 25 日） 大口の案件を紹介するように催促した。
　・（6 月 29 日） 福島案件を 7 月に募集する方向と連絡した。
　・（6 月 30 日） 「弊社も臨戦態勢で案件組成してまいりますので GA 社には T 社試算表
等の支援体制おねがいいたします。3 者で密に協力し仕上げてまいりま
す」（調査報告書 66 頁）と連絡した。
　・（7 月 3 日） 「7・8 月は他社の案件ストップし貴社のみ対応いたします」（調査報告
書 66 頁）と連絡した。









の進捗状況を問い合わせるメールを T 社に送信した。同 19 日には，SBISL 社員が馬車道
案件の現場を訪問し，現況が駐車場であることを確認した。
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く SBISL 社内でも，かねてから T 社の事業実態を疑問視していた者がいたのではないだ
ろうか。それにもかかわらず，以後も具体的な対応が取られることはなく，7 月下旬には
MS29 号（福島案件），9 月中旬には茨城案件（MS31 号）の募集が行われた。
5.4　熱海案件・宮古島案件についての問い合わせ







　4 月 6 日に T 社が甲案件について提出した資料では，9 月 24 日を運転開始期限として
いた。しかし，その当日に別件（水俣案件）の打合せのため SBISL に来社した X 氏に質
問したところ，「甲案件は 11 月中に工事が完了する」と説明が変わった。
　甲案件のさらなる遅延は重大な懸念材料である上に，9 月 24 日まで T 社側がそれを隠
していたのは信義に欠ける振舞いであるが，SBISL は 9 月 23 日に開始した北斗案件
（MS32 号）の募集を継続した。また，甲案件の返済予定は 11 月であり，デフォルトの
リスクが非常に高いにもかかわらず，借換資金の調達などについて SBISL が T 社と協議
した形跡はない。
















　11 月 12 日，資金繰りに行き詰った T 社は，前述（4.2.3 参照）のとおり甲～丁案件の
返済について SBISL に資金支援を要請した。SBISL は GA 社と協議し，同 30 日に GA 社













　2021 年 2 月 5 日，SBISL は，T 社関連ファンドに重大な懸案事項が生じている可能性









ため，2021 年 3 月期に約 145 億円の特別損失を計上した。
　5 月 24 日，SBISL は，「ソーシャルレンディング事業の継続は困難と判断し，本日付の
当社取締役会において，全既存ファンドの償還を条件として，自主的な廃業および同事業
からの撤退を決定いたしました」と発表した（27）。
（23）「（T 社は，）昨年 11 月末に投資家に償還しているが，実際は発電所は造成されておらず，売却による利益以
外で償還されていたことになる。事業実施地の登記簿を見ると，債権者が SBIHD に変わっており，償還資
金を SBIHD が肩代わりしたとみられる」（前出 BusinessJournal2021 年 3 月 3 日記事）。
（24）FACTAONLINE2021 年 2 月 8 日記事「スクープ！　SBI ソーシャルレンディングで不正発覚！／北尾総
帥の側近が関与」〈https://facta.co.jp/article/202102042.html〉（2021 年 9 月 7 日最終確認）
（25）O 氏は，2021 年 2 月 9 日の取締役会で代表取締役と社長職を解任され，4 月 28 日には取締役も解任された。
（26）SBISL 発表資料「未償還元本相当額の償還に向けた取り組みに関するお知らせ」（2021 年 4 月 2 日）〈https://
www.sbi-sociallending.jp/pages/operation_info210402〉（2021 年 9 月 7 日最終確認）
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5.8　小括
　第三者委員会は，「どれほど遅くとも，T 社関連ファンド等に係る諫言がなされ始めた
同年（筆者注：2020 年）7 月 29 日の時点においては，T 社の工事完成能力等を検証しな
いままに新規案件の募集を行うことは差し控えるべきであった」（調査報告書 65 頁）とし
ているが，この認定は甘すぎると言わざるを得ない。
　貸付総額に占める T 社関連ファンドの比重に鑑みれば，2019 年 12 月に甲案件の開発遅






　前述（3.3 参照）したトウキョウ運河事件では，2018 年 7 月に「不動産バイヤーズロー
ンファンド」（以下，「B ファンド」）16～22 号の延滞が発生した。しかし，その直前の
2018 年 5 月に返済が終了した，同じくトウキョウ運河を貸付先とする B14 号（2017 年 4
月に 258 百万円を募集）に関し，以下の報道がなされている。




　この台東区の物件の登記簿によると，T 社は 19 年 3 月に大東京信用組合からの借入
でこの物件を取得している。根抵当権の金額は 4 億 6,000 万円であり，取得価額はほぼ
ニアーと考えられる。その後，T 社はここに集合住宅を建設し，SBI 証券が社員寮とし
て借り上げた。つまり，SBISL で 17 年 4 月に発生した焦げ付きを，T 社が大東京信用
組合からの借入で補填し，“貸し” を社宅として借り上げることで少しずつ返す，とい
う取引が行われていた可能性が高い」（前出 BusinessJournal2021 年 3 月 3 日記事）。
　SBISL は B14 号のデフォルトを隠蔽して，金商法に違反する損失補填を実行し，その
裏工作に T 社や SBI グループ企業が加担していたことになる。これによって遅くとも
2018 年 7 月の段階で，SBISL と T 社は「秘密」を共有する間柄になった。同年 11 月以降，
前述の（4.2.1 参照）とおりエビデンスとして提出する工事代金見積書が T 社作成の簡易
な見積書に変更された件も，こうした T 社との癒着が背景にあると考えられる。
　ちなみに X 氏自身も，SBI グループとの関係について，「SBI エナジー（28）は物件の買い
手になってくれるハズだったし，SBI 証券は上場の際，幹事証券になる予定でした。
SBISL の焦げ付きを肩代わりしたこともあります
44444 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。北尾（吉孝 SBI ホールディングス社長）
さんにも会い，グループ全体とお付合いしていた。ウチだけが悪者なんて，とんでもない
（27）SBISL 発表資料「当社の今後の業務運営について」（2021 年 5 月 24 日）〈https://www.sbi-sociallending.jp/























　高利回りで貸付額も大きい T 社関連ファンドを取扱うことは，SBISL の成長優先方針
に合致していた。問題の商品開発部では，「過大な営業目標を達成するための安易な方策
（28）SBI エナジーは，2015 年に設立された再生可能エネルギー発電事業者で，SBI グループが株式の 100％を保
有している。当時，SBI エナジーの代表取締役社長を務めていた N 氏は，2014 年から 2019 年まで SBI ホー
ルディングスの取締役を兼務するとともに，T 社のシニアアドバイザーにも就任していたとされる（東洋経
済 Plus2021 年 8 月 29 日記事「SBI グループとテクノの不可解な関係」〈https://premium.toyokeizai.net/




（29）現代ビジネス 2021 年 6 月 10 日記事「「SDGs の “夢” に敗れて…」地検特捜に狙われたテクノシステム事件
の「全貌」」〈https://gendai.ismedia.jp/articles/-/83949〉（2021 年 9 月 7 日最終確認）
（30）「ソーシャルレンディングを巡る訴訟を担当するなど業界の課題に詳しい鈴木英司弁護士は「貸付先の審査
が甘くなる利益相反が起こりやすい」と見る」（毎日新聞 2021 年 5 月 27 日記事）。
（31）O 氏は，かつて SBI フューチャーズの社長を務めていた際に，同社をヘラクレスに新規上場させる実績を残
していた。
（32）SBISL 発表資料「当社貸付先の重大な懸案事項に関する第三者委員会の調査報告と再発防止策等について」
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として，T 社案件が産み出す手数料収入を得ることに更に傾注（した）」（調査報告書
70-71 頁）とされる。貸付実行額に占める T 社関連ファンドの比率は，2020 年 3 月時点
で 43.8％に達した。金融機関の貸付がこれほど 1 企業に偏るのは異常であるが，見方を変
えれば，SBISL が急成長するには T 社に深く依存せざるを得なかったのである。
　そして，T 社への依存が深まれば深まるほど，審査やモニタリングが形骸化することは
避けられなかった。第三者委員会は，SBISL は T 社と「運命共同体」の関係に陥り，T
社からの貸付申込みを批判的に検討することができず，「情実融資」になっていたと指摘
している（調査報告書 71 頁）。
　2021 年 3 月期には，上場の関係で売上高目標を前期比 131％，営業利益目標を同 164％
と野心的に設定したが，第一四半期の実績は目標を大きく下回った。そのため，「経営トッ
プ（筆者注：O 社長）は，第二四半期の営業利益目標を大幅に引き上げ，年間営業利益目
標の約半分 200 百万円を上期（2020 年 9 月末）で社員一丸となって達成する号令を発し










　2020 年度における SBISL の取締役は 4 人で，うち 1 人が社外取締役であった。この社
外取締役について調査報告書に何の記述もないのは，活動が低調だったためと推察される。






　O 氏は，野村証券を経て 1998 年にソフトバンクに入社した。イー・トレード証券取締役，
イー・コモディティ（SBI フューチャーズ）代表取締役（COO）を務めるなど金融 IT 分
野に詳しく，2011 年に SBISL の社長に就任すると，約 10 年にわたりトップを務めてきた。
さらに O 社長は，SBI グループの創業者で SBI ホールディングス代表取締役社長（CEO）
の北尾氏と密接な関係を有していたと指摘されている（34）。こうした背景が周囲の遠慮に


































































　2017 年 5 月から 3 年半の間に計 39 本の T 社関連ファンドが組成され，毎月約 1 本の
ペースであった。運用中の T 社関連ファンドの数も増加し，2019 年末時点で計 22 本に達
していた。それを 1 人の社員で担当していた以上，審査やモニタリングに十分な手間をか
けられなかったのは無理もない。
　SBISL は 2020 年時点でも社員 20 人程度の小所帯であったことから，経営幹部として
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　原因 D　エビデンスを T 社作成の見積書に変更したこと
　原因 E　問題が顕在化した後も対応を放置したこと
③Ⅱ種潜在的原因
　原因 F　ソーシャルレンディング事業の構造的な利益相反（原因 A・H の背景）
　原因 G　O 社長のワンマン経営と SBI ホールディングスの支持（原因 H の背景）
　原因 H　成長優先の経営方針と過大な目標設定（原因 I・J・K の背景）
　原因 I　全社的なリスク管理の軽視（原因 B・C・J の背景）
　原因 J　T 社への過度の依存と癒着（原因 D・E の背景）




　第 1 は，甲～丁案件（総額 3,694 百万円）が「隠れ不良債権」と化すリスクである。




























推察される。したがって，GA 社の SPC に対する SBI ホールディングスの出資が，将来
的に「隠れ不良債権」と化すことが懸念される。
　第 2 は，T 社関連ファンド以外でも巨額のデフォルトが発生するリスクである。
　SBISL と GA 社の協業案件は，2021 年 1 月時点で，T 社関連ファンドの他に約 80 億円
が残存しているとされる。「（GA 社）代表の Y 氏は T 社や，X 氏が経営する農業関連の
会社の役員に就いていたこともあり，関係が深い」（前出 BusinessJournal2021 年 3 月 3
日記事）にもかかわらず，T 社関連ファンドの実態があれほどお粗末だったことを勘案す
ると，その他の協業案件も同様である可能性は否定できない（37）（38）。
　第 3 は，将来的に SBI グループ内で同種の不祥事が発生するリスクである。
　SBI グループは新規事業の開拓と成長の実現に貪欲であり，SBISL はグループ内で決し
て特異な存在ではなかった。また，前述（5.6 及び 6. 参照）のとおり本事件や過去のデフォ
ルトの後始末に際し，SBI ホールディングスや SBI 証券が不適切な関与をした可能性が認
められることから，同グループのコンプライアンス姿勢についても疑問を拭えない。
　リスク管理面でも，ソーシャルレンディング業界で不祥事が続発していたことや，
SBISL で T 社関連ファンドの比重が異常に高かったことは容易に把握できたことに加え，








第三者委員会（2021）　『調査報告書（公表版）』（2021 年 4 月 28 日）〈https://www.sbi-







（37）T 社は，前述（6. 参照）のとおりトウキョウ運河関連の物件を購入していたが，それ以外にも MM 社事件の
貸付先であった JC サービスの太陽光発電事業も取扱う予定だったとされる。筆者は，様々な悪質業者が抱
え込んだ不良案件が GA 社を通じて T 社に流れ込む構図であり，不良案件を掴まされた T 社はいずれ経営
破綻することが確実な「道化役」でしかなかったと推察している。
（38） 2021 年 8 月 10 日，SBISL は，MS ファンド 27 号及び 28 号（合計額約 31 億円）について資金使途違反を確
認したと発表した。これらは T 社関連ファンドではないが，いずれも GA 社との協業案件である。
―252―
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樋口晴彦（2021）　「スルガ銀行不正融資事件の事例研究（Ⅱ）」『千葉商大論叢』58（3），
105-150 頁







ExchangeAct inSBISocialLendingCo.,which is one of the subsidiaries of SBI
Holdings Inc.Thebusinessmodelof social lendingstructurally involvesconflictsof
interestbetweenthecompanyandinvestors.SBISLadoptedagrowth-firstmanagement
policywith the aimof listing its shares, and fell into a situation of being overly
dependentonamaliciousdebtor.Asaresult,SBISLneglectedbothscreeningof the
fundsandmonitoringon thedebtor,whichare thebasicsof riskmanagement,and
continuedtosellfundsthatwouldhurtinvestors.
―254―











　日本経済再生本部が公表した 2013 年 6 月の「日本再興戦略」では，機関投資家が，対
話を通じて企業の中長期的な成長を促すとして，日本版スチュワードシップ・コード（以
下「SS コード」という。）を取りまとめることが決定した。日本版 SS コードは，英国の
SS コードを基に策定されており，多くの原則で英国の SS コードと同意義のものがあった。
　そして，金融庁は，「日本版スチュワードシップ・コードに関する有識者検討会」で議










　本稿では，日本版 SS コードの制度的変遷を概観し，英国の SS コードとの差異を検討
（1） 「日本経済再生本部　第 6 回会合」，2013 年 4 月 2 日（http://202.214.194.138/jp/singi/keizaisaisei/dai6/siji.
pdf （最終閲覧日 2021 年 9 月 9 日））
（2） 北川哲雄・藏本祐嗣・濱口大輔・豊田一弘（2018）「スチュワードシップ・コード改訂と機関投資家・アセッ
トオーナーの動向」『証券アナリストジャーナル』，第 56 巻第 3 号，pp.6-7
（3） 鈴木一功（2018）「解題（特集スチュワードシップ・コード改訂と機関投資家）」『証券アナリストジャーナル』，
第 56 巻第 3 号，p.2
（4） 同上
（5） 加藤貴仁（2018）「スチュワードシップ・コードの理論的考察」『Jurist』，第 1515 号，p.21
〔研究ノート〕
―255―































（https://www.fsa.go.jp/news/r1/singi/20200324/01.pdf （最終閲覧日 2021 年 9 月 5 日））
（6） 図表 1 を参照
（7） SS コード（2020）（https://www.fsa.go.jp/news/r1/singi/20200324/01.pdf （最終閲覧日 2021 年 9 月 5 日））
―256―





































































　SS コード（2014）（17）は，当初 7 つの原則及び 21 の指針により構成されており，以下に，
金融庁 HP を参考に日本版 SS コード及び英国の SS コード（2012）を概観する。
（14） 川北英隆（2020）「スチュワードシップを理解する」『企業会計』，第 72 巻第 5 号，p.135
（15） 同上
（16） 同上
（17） 第 1 節では，2014 年策定のスチュワードシップ・コードを参照されたい。（https://www.fsa.go.jp/news/25/
singi/20140227-2/04.pdf （最終観覧日 2021 年 9 月 9 日））
―258―
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　2014 年の日本版 SS コード原則は，2012 年の英国の SS コードと比較すると類似性が高




































出所：金融庁 HP （https://www.fsa.go.jp/singi/stewardship/siryou/20131018/04.pdf （最終閲覧日 2021 年 9 月 14 日））
（18） 図表 2 及び図表 3 を参照
（19） スチュワードシップ・コードに関する有識者検討会（第 2 回）（https://www.fsa.go.jp/singi/stewardship/
















　そこで 2017 年改訂では，原則は策定時と同じく 7 つであるが，指針を 21 から 30 に 9



















（20） 第 2 節では，2017 年改訂のスチュワードシップ・コードを参照されたい。（https://www.fsa.go.jp/news/29/




statements_3.pdf （最終観覧日 2021 年 9 月 9 日））
（23） パッシブ運用とは，日経平均や TOPIX などの株式指数連動型運用のことをいう。
―260―
























































機関投資家は 280 を超える（26）に至り，また，2018 年 6 月には，コーポレートガバナンス・
コードも改訂された。両コードの下で，コーポレートガバナンス改革には一定の進捗が見
られるものの，より実効性を高めるべき」としており，2017 年改訂の頃と比べると SS コー
ドの受入れについて「形式」から「実質」に一定程度変化してきている。











　①コード全体への ESG の追加ついては，原則 7 に追加で「運用戦略に応じたサステナ
ビリティの考慮」という文章が追加されることになった。また，指針 1-1，1-2，4-2 及び
7-1 にも同様の文章が追加されることとなり SS コード全体としてサステナビリティにつ
いて影響があるようなコードとなった。
（24） 葭田英人（2017）「日本版スチュワードシップ・コード改訂の意義」『企業会計』，第 69 巻第 12 号，p.121
（25） 第 3 節では，2020 年改訂のスチュワードシップ・コードを参照されたい。（（https://www.fsa.go.jp/news/
r1/singi/20200324/02.pdf）最終観覧日 2021 年 9 月 9 日）
（26） 2021 年 7 月 31 日現在の機関投資家（議決権行使助言会社を含む）の SS コード受入れ表明数は，316 である。
（https://www.fsa.go.jp/singi/stewardship/list/20171225.html （最終閲覧日 2021 年 9 月 12 日））
（27） 島貫まどか（2020）「スチュワードシップ・コードの再改訂の概要」『T&Amaster』，第 835 号，pp.22-30
―262―































　2020 年の SS コードを考察すると，今まで 2014 年の SS コードの原則は変更せずに，










































う努めるべき」として新たに原則 8 を設けるに至った。これは，SS コードを受け入れる
機関投資家の数が増加したことに伴い，議決権行使助言会社の利用頻度が高まったことを
背景としていると思われる。
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第 4章　英国のスチュワードシップ・コードの変遷

























　英国の SS コード（2020）は，2019 年 10 月 24 日に FRC が公表した。英国の SS コー
（28） コーポレートガバナンスの財務的側面における委員会報告書
（29） 菅野泰夫（2014）「英国コーポレートガバナンス・コード改訂の最新動向～2014 年 9 月改訂版とコンサルテー
ション・ドキュメントの紹介」『大和総研調査季報』，第 16 巻，p.41
（30） 同上
（31） 淵田康之（2012）「短期主義問題と資本市場」『野村資本市場クォータリー』，第 16 巻，p.53 及びA review 
of corporate governance in UK banks and other financial industry entities（December26,2009）参照
（32） 菅野（2014），前掲書，p.41
（33） 三和裕美子・村澤竜一（2018）「英国におけるスチュワードシップ・コードの推進」『証券アナリストジャー






























2010 年 SS コード（2010）公表（原則 7）











（40） これは，2014 年に策定された日本版 SS コードの 7 つの原則に加え，2020 年に策定された SS コードに追加
された原則 8 によって成り立っている。
―266―































































（44） 図表 5 を参照

















　わが国の SS コードは，英国の SS コードに依拠し，進展してきたものであるが，「形式」
から「実質」への価値転換によりその実態はわが国独自の SS コードに変化していった。
とはいえ，英国の SS コードの改訂は，日本版 SS コードに大きな刺激を与えてきたこと
は言うまでもない。
　それは，もともと日本版 SS コードには，記述されなかった協働エンゲージメントと
















　日本版 SS コードは，英国の SS コードをもとに策定されてきたが，日本独自の社会情
（49） 藤川信夫（2020）「ESG インテグレーションとシェアホルダー・エンゲージメント―リスクマネジメントと
受託責任・善管注意義務，ガバナンス改革の深化ならびにスチュワードシップ・コード改訂に向けて―」『千





　実際，2014 年に策定された SS コードの 7 つの原則が 2020 年になり議決権行使助言会
社によるサービスの内容について利益相反を補完し，透明性や正確性を確保するなど第 8
の原則を加えたことは正にわが国独自の SS コードへの確立を意味するものであったので
はないかと考える。その SS コードの 8 つの原則が「実質」への実現をするため，政府が
機関投資家とともに具現化するものであることを意味している。





A review of corporate governance in UK banks and other finance in dustry entities
（December26,2009）
一般社団法人機関投資家協働対話フォーラム HP （https://www.iicef.jp/（最終閲覧日
2021 年 9 月 10 日））
金融庁 HP 「スチュワードシップ・コードに関する有識者検討会（第 2 回）」（https://
www.fsa.go.jp/singi/stewardship/gijiroku/20170217.html （最終閲覧日 2021 年 9 月 14
日））
金融庁 HP 「機関投資家による実効的なスチュワードシップ活動のあり方」（https://
www.fsa.go.jp/singi/follow-up/statements_3.pdf （最終観覧日 2021 年 9 月 9 日））
金 融 庁 HP 「2014 年 策 定 の ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ・ コ ー ド」（https://www.fsa.go.jp/
news/25/singi/20140227-2/04.pdf （最終観覧日 2021 年 9 月 9 日））
金 融 庁 HP 「2017 年 改 訂 の ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ・ コ ー ド」（https://www.fsa.go.jp/
news/29/singi/20170529/01.pdf （最終観覧日 2021 年 9 月 9 日））
金融庁 HP 「2020 年改訂のスチュワードシップ・コード」（（https://www.fsa.go.jp/news/
r1/singi/20200324/02.pdf）最終観覧日 2021 年 9 月 9 日）
金融庁 HP 「英国スチュワードシップ・コード（仮訳）2012 年 9 月」（https://www.fsa.
go.jp/singi/stewardship/siryou/20131018/04.pdf （最終閲覧日 2021 年 9 月 14 日））
金融庁 HP 「英国スチュワードシップ・コード 2020（仮訳）2019 年 11 月」（https://
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村資本市場クォータリー』，第 17 巻，pp.108-115





機関投資家・アセットオーナーの動向」『証券アナリストジャーナル』，第 56 巻第 3 号，
pp.6-27































　わが国の 3 年ごとの SS コード改訂を通じて，形式から実質への変化を目指してきた。



































































調査対象 市民団体 市民 市民
調査実施日 2021 年 1 月～2 月 2021 年 1 月～2 月 同左
調査方法 郵送法（配布・回収注1） Web 調査 同左（Google フォームを利用）
抽出方法 全数調査 全数調査 全数調査







配布数 333 140 160
回収数 213 117 40
有効回収数 213 117 40
（回答率） 63.9% 83.5% 25.0%
（3） 一般社団法人アイルゴーは，鎌ケ谷市を中心に子育て支援活動をしている団体・組織である。
―274―






































































NPO 法人   9  4.2
任意団体 123 57.7
協会や実行委員会など   5  2.3
自治会 35 16.4
その他法人   5  2.3
その他 29 13.6
欠損値   7  3.3
会員数
5 人以下 36 16.9
10 人以下 73 34.3
30 人以下 67 31.5
50 人以下 12  5.6
100 人未満   8  3.8
100 人以上   8  3.8
欠損値   9  4.2
構成員
（平均年齢）
10 代   5  2.3
20 代   2  0.9
30 代   3  1.4
40 代   8  3.8
50 代  13  6.1
60 代 175 82.2
欠損値   7  3.3
取材協力 有り 152 71.4
掲載許可 有り 151 70.9
























































































































「1．停止している」から「5．活性化している」という 5 件法によって，設問 4 には「団
体リーダーの気持ちの変化」を「1．より不安に感じるようになった」から「3．より前向














n ％ n ％
年齢階層
20 代   2   1.7  2   5.0
30 代   9   7.7 17  42.5
40 代  38  32.5 19  47.5
50 代  20  17.1  2   5.0
60 代以上 48  41.0  0   0.0
合計 117 100.0 40 100.0
性別
男性 29  24.8  3   7.5
女性  87  74.4 37  92.5
欠損値   1   0.9  0   0.0
合計 117 100.0 40 100.0
同居有無
一人暮らし 13  11.1 0.0   0.0
家族，または同居人 104  88.9 40 100.0
















































































































































































　 全体 自治会 任意団体
　 n ％ n ％ n ％
1　今年度は全く交流できていない 110  51.6 24  68.6  62  50.4
2　対面の機会を作っている 66  31.0  7  20.0  40  32.5
3　オンラインを利用して機会を作っている   7   3.3  1   2.9   3   2.4
4　その他 12   5.6  2   5.7   7   5.7
欠損値 18   8.5  1   2.9  11   8.9
合計 213 100.0 35 100.0 123 100.0
出所）筆者作成
―282―





































































































































い。全体が 3.8％，自治会が 5.7％，任意団体が 1.6％となっている。また，「資金繰り・助
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　図 9 によれば，「（1）協力が得られなかった」ことに対し，全体は 22.5％，任意団体は
18.7％が回答しているのに対し，自治会が 31.4％と多い。また，「（2）コミュニティの希













生を育てる世帯が 52.9% と最も多く，中学生が 39.1％，高校生以上が 19.7％となっている。
一方で高年層をみると，高校生以上の子どもを育てる回答者が 17.1％となっている。
（2）活動・コミュニティの関わりの変化
　市民調査データの設問 2 には，「地域の活動 / コミュニティに参加」している状況を，「1.1
つに参加している」から「3．参加していない」によって把握している。その集計結果に
ついて，次の図 11 は示している。それによって市民が活動している状況を調べてみると，









































































































































































































































































































































































































① １０代 ② ２０代 ③ ３０代 ④ ４０代









































□ 科学技術の振興 □ 経済活動の活性化 □
職業能力開発・雇
用機会拡充の支援
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３． 新型コロナウイルスの影響による団体運営の変化についての度合いをお聞きします。あてはまる選択
肢を一つ選んでお答えください（○を一つ）。
① 停止している ② やや停滞している ③ 変わらない
④ やや活性化している ⑤ 活性化している
４． 新型コロナウイルスの影響による、あなたの気持ちの変化についてお聞きします。あてはまる選択肢を
一つ選んでお答えください（○を一つ）。
① より不安を感じるようになった ② 変わらない ③より前向きな気持ちになった
５． 新型コロナウイルスの活動への影響についてお聞きします（あてはまる選択肢に○を複数）
① 会議やイベント等の活動を延期・中止した。 ② 会議を書面決議にした
③ 活動の利用者が減った ④ 新規会員の加入・入会や活動の利用を断ることになった
⑤ 会員が活動できなくなった ⑥ 活動や運営のオンライン化が進んだ ⑦ その他( )
５．で、会議やイベント等の活動を延期・中止した、と答えた方に理由を伺います。（○を複数）
① 場所が借りられない ② コロナ対策を十分にできない ③ 会員等の感染リスク防止

































① やり方がわからない ② 環境・機材が整っていない ③ 会員の賛同が少ない




① やり方を知っている ② 環境・機材が整っている ③ 会員の賛同があった
④ 教えてくれる人がいる ⑤ 自分はできないが、会員にできる人がいる
⑥ その他
オ ン ラ イ ン ･ ･ ･ Z O O M 等 を 利 用 し た 会 議 や













① 会議を円滑に進めるサポート ② 資金繰り、助成金について相談サポート
③ 新たな企画のアイデアや、実現に向けての相談サポート
④ 団体運営やイベント開催の伴走的サポート ⑤ オンライン活用のサポート






















1 2 3 4 5
② 地域コミュニティの希薄化がますます進んだと思う。 1 2 3 4 5
③
自粛中、住民から自組織の活動（感染防止や外出行動）を監視
されていたと感じる。 1 2 3 4 5
④
自粛中に行った自分たちの活動の中には、地域に住む身の回り




の必要性を感じる。 1 2 3 4 5
⑥
災害時などの緊急時に助け合うことができるので、活動の必要
性を感じる。 1 2 3 4 5
⑦
子どもや高齢者の問題などを地域で解決していくことが出来
るので、活動の必要性を感じる。 1 2 3 4 5
⑧
地域の文化や行事（お祭りなど）を伝えることができるので、活
動の必要性を感じる。 1 2 3 4 5
⑨ 地域の情報が得られるので活動の必要性を感じる。 1 2 3 4 5
⑩
行政では提供できないような地域サービスを提供しているの
で活動の必要性を感じている。 1 2 3 4 5
⑪
コロナ禍では、組織を運営することが難しく、活動の継続に危
機感を感じている。 1 2 3 4 5
【地域/活動メンバーについて】
⑫ 多くの場合、近隣の人は他人の役に立とうとすると思う。 1 2 3 4 5
⑬ 様々な世代（年齢差が 20 歳以上）が活動に参加している。 1 2 3 4 5
⑭ 活動の役員をやってくれそうなメンバーが固定化している。 1 2 3 4 5
⑮ 組織運営・役割分担が上手くいっていないと思う。 １ ２ ３ ４ ５
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